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関原発第２７８号  

令和３年 ７月２９日  

 

 原子力規制委員会 殿  

 

住 所       大阪市北区中之島３丁目６番１６号  

申 請 者 名       関 西 電 力 株 式 会 社                 

代表者氏名  執 行 役 社 長   森 本  孝                 

 

美浜発電所１号発電用原子炉施設  

廃止措置計画変更認可申請書  

 

核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律第４３条の３の３

４第３項において準用する同法第１２条の６第３項の規定に基づき、下記の

とおり美浜発電所１号発電用原子炉施設の廃止措置計画変更認可の申請を

いたします。  

 

記  

 

一 氏名又は名称及び住所並びに代表者の氏名  

氏名又は名称   関西電力株式会社  

住 所         大阪市北区中之島３丁目６番１６号  

代表者の氏名   執行役社長  森本 孝  

 

二 工場又は事業所の名称及び所在地  

名 称         美浜発電所  

所 在 地         福井県三方郡美浜町丹生  

 

三 発電用原子炉の名称  

名 称         美浜発電所１号発電用原子炉  
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四 変更に係る事項  

平成２９年４月１９日付け原規規発第 1704199 号をもって認可を受け、

別紙１のとおり変更認可を受けた、美浜発電所１号及び２号発電用原子炉

施設廃止措置計画認可申請書の記載事項中、「三 発電用原子炉の名称」を

美浜発電所１号発電用原子炉と変更し、次の事項の記述を別紙２のとおり

変更又は追加する。  

 

四  廃止措置対象施設及びその敷地  

五  廃止措置対象施設のうち解体の対象となる施設及びその解体の

方法  

六  性能維持施設  

七  性能維持施設の位置、構造及び設備並びにその性能並びにその

性能を維持すべき期間  

八  核燃料物質の管理及び譲渡し  

九  核燃料物質による汚染の除去  

十  核燃料物質又は核燃料物質によって汚染された物の廃棄  

十一 廃止措置の工程  

 

五 変更の理由  

（１）第２段階以降の廃止措置計画の具体化に伴う変更  

第２段階以降の廃止措置計画の具体化に伴い、関連する記述の変更及び

追加を行う。  

 

（２）１号炉及び２号炉の号炉分割に伴う変更  

美浜発電所１号及び２号発電用原子炉施設廃止措置計画を１号炉及び

２号炉に分割することに伴い、関連する記述の変更及び追加を行う。  

 

（３）性能維持施設の変更  

廃液蒸発装置の維持台数を変更する。  

 

（４）新燃料の譲渡し時期等の変更  

新燃料の譲渡し時期の変更及び新燃料の搬出方法に関する記載の削除
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を行う。  

 

（５）その他、記載の適正化を行う。  

以上  
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別紙１  

 

変更認可  

 

認可（届出）年月日  認可（届出）番号  

2017 年 4 月 19 日  原規規発第 1704199 号  

2019 年 12 月 11 日  原規規発第 1912117 号  

2021 年 1 月 4 日  原規規発第 2101043 号  
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別紙２  

 

 

 

変 更 の 内 容           
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四 廃止措置対象施設及びその敷地  

 

記述の一部を、美浜発電所１号発電用原子炉施設廃止措置計画変更認

可申請書変更前後比較表の変更後欄のとおり変更する。



美浜発電所１号発電用原子炉施設廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

 

注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 
 

-
 
7
 
-
 

変更前  変更後  備考  

四 廃止措置対象施設及びその敷地  

1. 廃止措置対象施設の範囲及びその敷地  

(1) 廃止措置対象施設  

廃止措置対象施設は、「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規

制に関する法律」（以下「原子炉等規制法」という。）に基づき、

原子炉設置許可又は原子炉設置変更許可を受けた１号発電用原子

炉（以下「１号炉」という。）及びその附属施設並びに２号発電用

原子炉（以下「２号炉」という。）及びその附属施設である。  

なお、３号発電用原子炉（以下「３号炉」という。）との共用施

設については、３号炉の附属施設（以下「３号炉施設」という。）

としての施設管理を実施する。また、３号炉との共用施設は、１

号炉及び２号炉の廃止措置終了後も３号炉施設として引き続き供

用する。  

１号炉及び２号炉の原子炉設置許可及び原子炉設置変更許可の

経緯を第 4-1 表に、廃止措置対象施設を第 4-2 表及び第 4-3 表に

示す。  

四 廃止措置対象施設及びその敷地  

1. 廃止措置対象施設の範囲及びその敷地  

(1) 廃止措置対象施設  

廃止措置対象施設は、「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規

制に関する法律」（以下「原子炉等規制法」という。）に基づき、

原子炉設置許可又は原子炉設置変更許可を受けた１号発電用原子

炉（以下「１号炉」という。）及びその附属施設である。  

 

なお、３号発電用原子炉（以下「３号炉」という。）との共用施

設については、３号炉の附属施設（以下「３号炉施設」という。）

としての施設管理を実施する。また、３号炉との共用施設は、１

号炉の廃止措置終了後も３号炉施設として引き続き供用する。  

 

１号炉及び２号発電用原子炉（以下「２号炉」という。）の原子

炉設置許可及び原子炉設置変更許可の経緯を第 4-1 表に、廃止措

置対象施設を第 4-2 表に示す。  

 

 

 

 

 

 

・１号炉及び２号炉の号炉分割

に伴う変更  

 

 

 

・１号炉及び２号炉の号炉分割

に伴う変更  

・記載の適正化（２号炉の略称の

記載）  

・１号炉及び２号炉の号炉分割

に伴う変更  

2. 廃止措置対象施設の状況  

(1) 廃止措置対象施設の概要  

a. １号炉  

１号炉は、濃縮ウラン・軽水減速・軽水冷却型（加圧水型）

原子炉であり、熱出力は約 1,031MW である。  

 

2. 廃止措置対象施設の状況  

(1) 廃止措置対象施設の概要  

 

１号炉は、濃縮ウラン・軽水減速・軽水冷却型（加圧水型）原

子炉であり、熱出力は約 1,031MW である。  

 

 

 

・１号炉及び２号炉の号炉分割

に伴う変更  

 

 



美浜発電所１号発電用原子炉施設廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

 

注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 
 

-
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-
 

変更前  変更後  備考  

b. ２号炉  

２号炉は、濃縮ウラン・軽水減速・軽水冷却型（加圧水型）

原子炉であり、熱出力は約 1,456MW である。  

・１号炉及び２号炉の号炉分割

に伴う変更  

(2) 廃止措置対象施設の運転履歴  

a. １号炉  

１号炉は、昭和４１年１２月１日に原子炉設置許可を受け、

昭和４５年７月２９日に初臨界に到達し、平成２２年１１月２

４日に原子炉の運転を停止した。  

炉心に装荷されていた燃料集合体は平成２５年２月２３日に

炉心からの取出しを完了した。  

b. ２号炉  

２号炉は、昭和４３年５月１０日に原子炉設置許可を受け、

昭和４７年４月１０日に初臨界に到達し、平成２３年１２月８

日に原子炉の運転を停止した。  

炉心に装荷されていた燃料集合体は平成２４年１月１２日に

炉心からの取出しを完了した。  

(2) 廃止措置対象施設の運転履歴  

 

１号炉は、昭和４１年１２月１日に原子炉設置許可を受け、昭

和４５年７月２９日に初臨界に到達し、平成２２年１１月２４日

に原子炉の運転を停止した。  

炉心に装荷されていた燃料集合体は平成２５年２月２３日に炉

心からの取出しを完了した。  

 

 

・１号炉及び２号炉の号炉分割

に伴う変更  

 

 

 

 

・１号炉及び２号炉の号炉分割

に伴う変更  

 

(3) 廃止措置対象施設の状況  

a. 核燃料物質の状況  

(a) １号炉  

１号炉の新燃料は、１号炉原子炉補助建屋内の新燃料貯蔵設

備及び使用済燃料貯蔵設備に貯蔵中である。また、使用済燃料

は、１号炉及び３号炉原子炉補助建屋内の使用済燃料貯蔵設備

に貯蔵中である。  

(3) 廃止措置対象施設の状況（初回申請時点）  

a. 核燃料物質の状況  

 

新燃料は、１号炉原子炉補助建屋内の新燃料貯蔵設備及び使

用済燃料貯蔵設備に貯蔵中である。また、使用済燃料は、１号

炉及び３号炉原子炉補助建屋内の使用済燃料貯蔵設備に貯蔵中

である。  

・記載の適正化（記載時期の明確

化）  

・１号炉及び２号炉の号炉分割

に伴う変更  

 

 

 



美浜発電所１号発電用原子炉施設廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

 

注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 
 

-
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-
 

変更前  変更後  備考  

(b) ２号炉  

２号炉の新燃料は、２号炉原子炉補助建屋内の新燃料貯蔵設

備に貯蔵中である。また、使用済燃料は、２号炉及び３号炉原

子炉補助建屋内の使用済燃料貯蔵設備に貯蔵中である。  

b. 放射性廃棄物の状況  

放射性廃棄物のうち、放射性気体廃棄物及び放射性液体廃棄

物については、原子炉設置許可申請書及び原子炉設置変更許可

申請書（以下「原子炉設置許可申請書」という。）に記載した方

法にしたがって処理を行い、管理放出している。  

放射性固体廃棄物については、原子炉設置許可申請書に記載

した方法にしたがって、放射性固体廃棄物の種類に応じた処理

を施したうえで、廃棄施設等に貯蔵又は保管している。  

c. 廃止措置対象施設の汚染状況  

１号炉及び２号炉は、共に約４０年間の運転により、設備及

び建屋の一部が放射性物質によって汚染されている。また、原

子炉容器及び原子炉容器周囲のコンクリート壁を含む領域（以

下「原子炉領域」という。）には、原子炉からの中性子による放

射化により、放射能レベルが比較的高い汚染がある。  

これらの汚染された区域はすべて管理区域に設定し、管理し

ている。  

廃止措置対象施設の管理区域全体図を第 4-2 図に、汚染の推

定分布図を第 4-3 図及び第 4-4 図に示す。  

 

 

 

 

 

b. 放射性廃棄物の状況  

放射性廃棄物のうち、放射性気体廃棄物及び放射性液体廃棄

物については、原子炉設置許可申請書及び原子炉設置変更許可

申請書（以下「原子炉設置許可申請書」という。）に記載した方

法にしたがって処理を行い、管理放出している。  

放射性固体廃棄物については、原子炉設置許可申請書に記載

した方法にしたがって、放射性固体廃棄物の種類に応じた処理

を施したうえで、廃棄施設等に貯蔵又は保管している。  

c. 廃止措置対象施設の汚染状況  

１号炉は、約４０年間の運転により、設備及び建屋の一部が

放射性物質によって汚染されている。また、原子炉容器及び原

子炉容器周囲のコンクリート壁を含む領域（以下「原子炉領域」

という。）には、原子炉からの中性子による放射化により、放射

能レベルが比較的高い汚染がある。  

これらの汚染された区域はすべて管理区域に設定し、管理し

ている。  

廃止措置対象施設の管理区域全体図を第 4-2 図に、初回申請

において評価した汚染の推定分布図を第 4-3 図に示す。  

 

・１号炉及び２号炉の号炉分割

に伴う変更  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・１号炉及び２号炉の号炉分割

に伴う変更  

 

 

 

 

・記載の適正化（評価時期の明確

化）  

・１号炉及び２号炉の号炉分割

に伴う変更  



美浜発電所１号発電用原子炉施設廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

 

注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 
 

-
 
1
0
 
-
 

変更前  変更後  備考  

 

第 4-2 表 廃止措置対象施設（１号炉） （1/2）  

 

 

第 4-2 表 廃止措置対象施設（1/2）  

 

 

・１号炉及び２号炉の号炉分割

に伴う変更  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載の適正化（設備には建屋を

含む旨を追記）  

・記載の適正化（番号変更）  



美浜発電所１号発電用原子炉施設廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

 

注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 
 

-
 
1
1
 
-
 

変更前  変更後  備考  

 

第 4-2 表 廃止措置対象施設（１号炉） （2/2）  

 

 

第 4-2 表 廃止措置対象施設（2/2）  

 

 

・１号炉及び２号炉の号炉分割に

伴う変更  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載の適正化（設備には建屋を

含む旨を追記）  

・記載の適正化（番号変更）  



美浜発電所１号発電用原子炉施設廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

 

注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 
 

-
 
1
2
 
-
 

変更前  変更後  備考  

 

第 4-3 表 廃止措置対象施設（２号炉）（1/2）  

 

 

削除  

 

・１号炉及び２号炉の号炉分割に

伴う変更  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



美浜発電所１号発電用原子炉施設廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

 

注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 
 

-
 
1
3
 
-
 

変更前  変更後  備考  

 

第 4-3 表 廃止措置対象施設（２号炉）（2/2）  

 

 

削除  

 

・１号炉及び２号炉の号炉分割に

伴う変更  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



美浜発電所１号発電用原子炉施設廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

 

注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 
 

-
 
1
4
 
-
 

変更前  変更後  備考  

 

 

第 4-1 図 廃止措置対象施設の敷地  

 

 

第 4-1 図 廃止措置対象施設の敷地  

 

・記載の適正化（建物名称の変更） 



美浜発電所１号発電用原子炉施設廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

 

注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 
 

-
 
1
5
 
-
 

変更前  変更後  備考  

 

 

第 4-2 図 廃止措置対象施設の管理区域全体図  

 

 

 

第 4-2 図 廃止措置対象施設の管理区域全体図  

（２号炉の廃止措置対象施設を含む。）  

 

・記載の適正化（建物名称の変更） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・１号炉及び２号炉の号炉分割に

伴う変更  



美浜発電所１号発電用原子炉施設廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

 

注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 
 

-
 
1
6
 
-
 

変更前  変更後  備考  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・１号炉及び２号炉の号炉分割に

伴う変更  

・記載の適正化（記載時期の明確

化）  

第
4

-3
図
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美浜発電所１号発電用原子炉施設廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

 

注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 
 

-
 
1
7
 
-
 

変更前  変更後  備考  

 

 

 

 

削除  

 

 

・１号炉及び２号炉の号炉分割に

伴う変更  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第
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図
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２
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五 廃止措置対象施設のうち解体の対象となる施設及びその解体の方法  

 

記述の一部を、美浜発電所１号発電用原子炉施設廃止措置計画変更認

可申請書変更前後比較表の変更後欄のとおり変更する。  



美浜発電所１号発電用原子炉施設廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

 

注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

 

-
 
1
9
 
-
 

変更前 変更後 備考 

五 廃止措置対象施設のうち解体の対象となる施設及びその解体の方

法  

1. 廃止措置対象施設のうち解体の対象となる施設  

解体の対象となる施設（以下「解体対象施設」という。）は、第 4-

2 表及び第 4-3 表に示す廃止措置対象施設のうち、３号炉との共用

施設並びに放射性物質による汚染のないことが確認された地下建

屋、地下構造物及び建屋基礎を除くすべてである。  

解体対象施設を第 5-1 表及び第 5-2 表に、解体対象施設の範囲を

第 5-1 図に示す。  

五 廃止措置対象施設のうち解体の対象となる施設及びその解体の方

法  

1. 廃止措置対象施設のうち解体の対象となる施設  

解体の対象となる施設（以下「解体対象施設」という。）は、第 4-

2 表に示す廃止措置対象施設のうち、３号炉との共用施設並びに放

射性物質による汚染のないことが確認された地下建屋、地下構造物

及び建屋基礎を除くすべてである。  

解体対象施設を第 5-1 表に、解体対象施設の範囲を第 5-1 図に示

す。  

 

 

 

 

・１号炉及び２号炉の号炉分割に

伴う変更  

 

・１号炉及び２号炉の号炉分割に

伴う変更  

2. 廃止措置の基本方針  

 

（中略）  

 

なお、廃止措置対象施設である１号炉及び２号炉の廃止措置の実

施に当たっては、３号炉の運転に必要な施設（可搬型重大事故等対

処設備の保管場所及びアクセスルートを含む。）の機能に影響を及ぼ

さないことを確認したうえで工事を実施する。また、３号炉を運転

するうえで、廃止措置計画の変更が必要となった場合は、変更認可

を受ける。  

 

（中略）  

 

放射性気体廃棄物及び放射性液体廃棄物については、周辺公衆の

2. 廃止措置の基本方針  

 

（中略）  

 

なお、廃止措置対象施設である１号炉の廃止措置の実施に当たっ

ては、３号炉の運転に必要な施設（可搬型重大事故等対処設備の保

管場所及びアクセスルートを含む。）の機能に影響を及ぼさないこと

を確認したうえで工事を実施する。また、３号炉を運転するうえで、

廃止措置計画の変更が必要となった場合は、変更認可を受ける。  

 

 

（中略）  

 

放射性気体廃棄物及び放射性液体廃棄物については、周辺公衆の

 

 

 

 

・１号炉及び２号炉の号炉分割に

伴う変更  

 

 

 

 

 

 

 

 



美浜発電所１号発電用原子炉施設廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

 

注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

 

-
 
2
0
 
-
 

変更前 変更後 備考 

被ばく線量を合理的に達成可能な限り低減するように、処理に必要

となる設備の機能を維持しながら管理放出するとともに、周辺環境

に対する放射線モニタリングを原子炉運転中と同様に行う。また、

放射性物質により汚染された設備の解体撤去に当たっては、放射性

物質による汚染を効果的に除去することにより、放射性固体廃棄物

の発生量や放射能レベルを低減する。発生した放射性固体廃棄物は

廃止措置終了までに廃棄事業者の廃棄施設に廃棄する。  

 

（中略）  

 

廃止措置期間中の保安のために必要な施設については、その機能

を廃止措置の進捗に応じて維持管理する。放射性物質を内包する系

統及び設備を収納する建屋及び構築物は、これらの系統及び設備が

撤去されるまでの間、放射性物質の外部への漏えいを防止するため

の障壁及び放射線遮蔽体としての機能を維持管理する。核燃料物質

貯蔵設備については、核燃料物質が貯蔵されている間、臨界防止、

冷却等の必要な機能を維持管理する。放射性廃棄物の廃棄施設は、

対象とする放射性廃棄物の処理が完了するまでの間、処理機能を維

持管理する。その他、これらの機能の確保に関連する放射線管理施

設、換気設備、電源設備等の必要となる機能を維持管理する。  

 

（中略）  

 

被ばく線量を合理的に達成可能な限り低減するように、処理に必要

となる設備の機能を維持しながら管理放出するとともに、周辺環境

に対する放射線モニタリングを適切に行う。また、放射性物質によ

り汚染された設備の解体撤去に当たっては、放射性物質による汚染

を効果的に除去することにより、放射性固体廃棄物の発生量や放射

能レベルを低減する。発生した放射性固体廃棄物は廃止措置終了ま

でに廃棄事業者の廃棄施設に廃棄する。  

 

（中略）  

 

廃止措置期間中の保安のために必要な施設については、その機能

を廃止措置の進捗に応じて維持管理する。放射性物質を内包する系

統及び設備を収納する建屋及び構築物は、これらの系統及び設備が

撤去されるまでの間、放射性物質の外部への漏えいを防止するため

の障壁及び放射線遮蔽体としての機能を維持管理する。核燃料物質

貯蔵設備については、核燃料物質が貯蔵されている間、臨界防止等

の必要な機能を維持管理する。放射性廃棄物の廃棄施設は、対象と

する放射性廃棄物の処理が完了するまでの間、処理機能を維持管理

する。その他、これらの機能の確保に関連する放射線管理施設、換

気設備、電源設備等の必要となる機能を維持管理する。  

 

（中略）  

 

 

 

・記載の適正化（第２段階以降の

申請に伴う文言の修正） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・１号炉及び２号炉の号炉分割に

伴う変更 

 



美浜発電所１号発電用原子炉施設廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

 

注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

 

-
 
2
1
 
-
 

変更前 変更後 備考 

3. 廃止措置の実施区分  

廃止措置は、廃止措置期間全体を４段階（解体準備期間、原子炉

周辺設備解体撤去期間、原子炉領域解体撤去期間及び建屋等解体撤

去期間）に区分し、安全性を確保しつつ次の段階へ進むための準備

をしながら着実に進める。廃止措置の実施区分を第 5-3 表に、廃止

措置期間全体にわたる主な解体撤去等の手順を第 5-2 図に示す。  

今回の申請では、第１段階の解体準備期間に行う具体的事項につ

いて記載する。第２段階以降に行う具体的事項については、第１段

階に実施する残存放射能調査の結果や管理区域外の設備（以下「２

次系設備」という。）の解体撤去の経験等を踏まえ、解体撤去の手順

及び工法、放射性廃棄物の処理及び管理方法等について検討を進め、

放射性物質により汚染された区域（原子炉領域を除く。）の設備（以

下「原子炉周辺設備」という。）の解体撤去に着手するまでに廃止措

置計画に反映し変更認可を受ける。  

3. 廃止措置の実施区分  

廃止措置は、廃止措置期間全体を４段階（解体準備期間、原子炉

周辺設備解体撤去期間、原子炉領域解体撤去期間及び建屋等解体撤

去期間）に区分し、安全性を確保しつつ次の段階へ進むための準備

をしながら着実に進める。廃止措置の実施区分を第 5-2 表に、廃止

措置期間全体にわたる主な解体撤去等の手順を第 5-2 図に示す。  

 

 

 

 

・記載の適正化（１号炉及び２号

炉の号炉分割に伴う番号変更）  

・記載の適正化（第１段階の申請

範囲の削除）  

 

4. 第１段階に行う解体の方法  

 

（中略）  

 

なお、次に示す工事等の実施に際して、原子炉周辺設備又は原子

炉領域の改造、試料採取等を実施する場合は、安全確保上必要な機

能に影響を与えないことを確認したうえで実施する。  

 

 

4. 第１段階に行う解体の方法  

 

（中略）  

 

なお、次に示す工事等の実施に際して、原子炉領域又は原子炉領

域を除く管理区域内の設備（以下「原子炉周辺設備」という。）の改

造、試料採取等を実施する場合は、安全確保上必要な機能に影響を

与えないことを確認したうえで実施する。  

 

 

 

 

 

・記載の適正化（原子炉周辺設備

の定義の記載）  

 

 

 



美浜発電所１号発電用原子炉施設廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

 

注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

 

-
 
2
2
 
-
 

変更前 変更後 備考 

(1) 汚染の除去  

 

（中略）  

 

具体的な系統除染の方法を「九 核燃料物質による汚染の除去」

に、系統除染に係る着手要件及び完了要件を第 5-4 表に示す。  

(2) 残存放射能調査  

残存放射能調査は、原子炉領域及び原子炉周辺設備の適切な解

体撤去の手順及び工法を策定するため、また、解体撤去に伴って

発生する放射性固体廃棄物の放射能濃度の評価精度の向上を図る

ために行う。残存放射能は、放射化汚染及び二次的な汚染に区分

して評価する。残存放射能調査の着手要件及び完了要件を第 5-4

表に示す。 

(3) 安全貯蔵  

安全貯蔵は、放射能レベルが比較的高い原子炉領域及び１次冷

却設備に残存する放射能の時間的減衰を図り、これらの設備を解

体撤去する際の放射線業務従事者の被ばく線量を合理的に達成可

能な限り低減するために行う。安全貯蔵範囲については、系統を

隔離し、当該範囲を識別するための措置を講じたうえで、原子炉

領域の解体撤去に着手するまで管理する。  

なお、除染、残存放射能調査等で安全貯蔵範囲において作業を

実施する場合は、作業完了後、速やかに隔離等の措置を講じる。  

安全貯蔵に係る着手要件及び完了要件を第 5-4 表に示す。 

(1) 汚染の除去  

 

（中略）  

 

具体的な系統除染の方法を「九 核燃料物質による汚染の除去」

に、系統除染に係る着手要件及び完了要件を第 5-3 表に示す。  

(2) 残存放射能調査  

残存放射能調査は、原子炉領域及び原子炉周辺設備の適切な解

体撤去の手順及び工法を策定するため、また、解体撤去に伴って

発生する放射性固体廃棄物の放射能濃度の評価精度の向上を図る

ために行う。残存放射能は、放射化汚染及び二次的な汚染に区分

して評価する。残存放射能調査の着手要件及び完了要件を第 5-3

表に示す。  

(3) 安全貯蔵  

安全貯蔵は、放射能レベルが比較的高い原子炉領域及び１次冷

却設備に残存する放射能の時間的減衰を図り、これらの設備を解

体撤去する際の放射線業務従事者の被ばく線量を合理的に達成可

能な限り低減するために行う。安全貯蔵範囲については、系統を

隔離し、当該範囲を識別するための措置を講じたうえで、原子炉

領域の解体撤去に着手するまで管理する。  

なお、除染、残存放射能調査等で安全貯蔵範囲において作業を

実施する場合は、作業完了後、速やかに隔離等の措置を講じる。  

安全貯蔵に係る着手要件及び完了要件を第 5-3 表に示す。  

 

 

 

 

 

・記載の適正化（１号炉及び２号

炉の号炉分割に伴う番号変更） 

 

 

 

 

・記載の適正化（１号炉及び２号

炉の号炉分割に伴う番号変更） 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載の適正化（１号炉及び２号

炉の号炉分割に伴う番号変更）  



美浜発電所１号発電用原子炉施設廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

 

注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

 

-
 
2
3
 
-
 

変更前 変更後 備考 

(4) ２次系設備の解体撤去  

安全確保上必要な機能に影響を与えない範囲で、放射性物質に

よる汚染がない２次系設備の解体撤去に着手し、解体撤去に関す

る経験及び実績を蓄積する。  

２次系設備の解体撤去に係る着手要件及び完了要件を第 5-4 表

に示す。  

なお、３号炉で設置予定である防潮堤並びに可搬型重大事故等

対処設備の保管場所及びアクセスルートへの波及的影響をなくす

ため、２号炉タービン建屋西側上部の一部については、３号炉が

再稼動するまでに撤去するものとする。 

(5) 核燃料物質の搬出  

核燃料物質貯蔵設備に貯蔵している燃料集合体を解体対象施設

から搬出する。  

第１段階は、核燃料物質貯蔵設備に貯蔵している燃料集合体の

うち、新燃料を解体対象施設から搬出する。  

核燃料物質の搬出に係る着手要件及び完了要件を第 5-4 表に示

す。 

(4) ２次系設備の解体撤去  

安全確保上必要な機能に影響を与えない範囲で、放射性物質に

よる汚染がない管理区域外の設備（以下「２次系設備」という。）

の解体撤去に着手し、解体撤去に関する経験及び実績を蓄積する。 

２次系設備の解体撤去に係る着手要件及び完了要件を第 5-3 表

に示す。  

なお、３号炉で設置予定である防潮堤並びに可搬型重大事故等

対処設備の保管場所及びアクセスルートへの波及的影響をなくす

ため、２号炉タービン建屋西側上部の一部については、３号炉が

再稼動するまでに撤去するものとする。 

 (5) 核燃料物質の搬出  

核燃料物質貯蔵設備に貯蔵している燃料集合体を解体対象施設

から搬出する。  

第１段階は、核燃料物質貯蔵設備に貯蔵している燃料集合体の

うち、新燃料を解体対象施設から搬出する。  

核燃料物質の搬出に係る着手要件及び完了要件を第 5-3 表に示

す。  

 

 

・記載の適正化（２次系設備の定

義の記載）  

・記載の適正化（１号炉及び２号

炉の号炉分割に伴う番号変更）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載の適正化（１号炉及び２号

炉の号炉分割に伴う番号変更）  

5. 第２段階以降に行う解体の方法  

(1) 第２段階  

第２段階は、原子炉周辺設備の解体撤去に着手するとともに、

第１段階に引き続き、安全貯蔵、２次系設備の解体撤去及び核燃

料物質の搬出を行う。  

 

5. 第２段階に行う解体の方法  

 

第２段階は、原子炉周辺設備の解体撤去に着手するとともに、第

１段階に引き続き、安全貯蔵、２次系設備の解体撤去及び核燃料物

質の搬出を行う。  

 

・記載の適正化（第２段階以降を

第２段階に変更）  

 

 

 

 



美浜発電所１号発電用原子炉施設廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

 

注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

 

-
 
2
4
 
-
 

変更前 変更後 備考 

 

原子炉周辺設備の解体撤去は、第１段階に実施する残存放射能

調査の結果、２次系設備の解体撤去の経験等を踏まえ、放射線業

務従事者の被ばく低減、解体撤去作業の施工性、労働災害防止等

の観点から熱的切断又は機械的切断を選定するなど、合理的な手

順及び工法を策定し実施する。また、第２段階では、第３段階に

実施する「原子炉領域の解体撤去」の準備として、原子炉領域の

残存放射能調査結果、原子炉周辺設備の解体撤去の経験等を踏ま

えた原子炉領域の解体撤去の手順及び工法並びに原子炉領域の解

体撤去により発生する放射性廃棄物の処理及び管理方法の検討を

行う。 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 原子炉周辺設備の解体撤去  

原子炉周辺設備の解体撤去は、第１段階に実施する残存放射能

調査の結果、２次系設備の解体撤去の経験等を踏まえ、放射線業

務従事者の被ばく低減、解体撤去作業の施工性、労働災害防止等

の観点から熱的切断又は機械的切断を選定するなど、合理的な手

順及び工法を策定し実施する。また、第２段階では、第３段階に

実施する「原子炉領域の解体撤去」の準備として、原子炉領域の

残存放射能調査結果、原子炉周辺設備の解体撤去の経験等を踏ま

えた原子炉領域の解体撤去の手順及び工法並びに原子炉領域の解

体撤去により発生する放射性廃棄物の処理及び管理方法の検討を

行う。  

原子炉周辺設備を解体撤去した後の区域の一部については、解

体撤去物の保管を行うエリア（以下「保管エリア」という。）又は

除染等を行うエリアとして利用する。解体撤去に伴い発生する金

属等の解体撤去物は、放射性廃棄物でない廃棄物（以下「NR」と

いう。）として処理するか、保管エリアに保管した後、必要に応じ

て除染等を実施し、放射性物質として扱う必要のないもの（以下

「CL」という。）として処理する。NR 又は CL として処理できな

い金属等の解体撤去物は、放射性固体廃棄物として処理する。  

解体撤去に当たっては、性能維持施設に影響を与えないことを

確認するとともに、次の安全確保対策を講じる。  

a. 汚染拡大防止措置  

b. 被ばく低減措置  

・第２段階以降の廃止措置計画の

具体化に伴う変更  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・第２段階以降の廃止措置計画の

具体化に伴う変更  
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注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

 

-
 
2
5
 
-
 

変更前 変更後 備考 

c. 火災、爆発等の事故原因の除去等に関する安全対策  

d. 事故発生時の事故拡大防止等の応急処置  

原子炉周辺設備の解体撤去に係る着手要件及び完了要件を第 5-

4 表に示す。  

(2) 安全貯蔵  

第１段階に引き続き、安全貯蔵を実施する。  

安全貯蔵に係る着手要件及び完了要件を第 5-4 表に示す。  

(3) ２次系設備の解体撤去  

第１段階に引き続き、安全確保上必要な機能に影響を与えない

範囲で、２次系設備の解体撤去を実施する。  

２次系設備の解体撤去に係る着手要件及び完了要件を第 5-4 表

に示す。  

(4) 核燃料物質の搬出  

第１段階に引き続き、新燃料を解体対象施設から搬出する。ま

た、核燃料物質貯蔵施設に貯蔵している使用済燃料を解体対象施

設から搬出する。  

核燃料物質の搬出に係る着手要件及び完了要件を第 5-4 表に示

す。  

・第２段階以降の廃止措置計画の

具体化に伴う変更  

 

 

(2) 第３段階  

第３段階は、原子炉領域の解体撤去に着手するとともに、第２

段階に引き続き、原子炉周辺設備の解体撤去及び２次系設備の解

体撤去を行う。  

 

6. 第３段階に行う解体の方法  

第３段階は、原子炉領域の解体撤去に着手するとともに、第２段

階に引き続き、原子炉周辺設備の解体撤去及び２次系設備の解体撤

去を行う。  

 

・記載の適正化（文言の追加） 
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-
 
2
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-
 

変更前 変更後 備考 

 

原子炉領域の解体撤去は、第２段階に実施する核燃料物質の搬

出及び安全貯蔵の終了後、原子炉領域の残存放射能量、性状等を

踏まえ、水中切断又は気中切断を選定するなど、合理的な手順及

び工法並びに原子炉領域の解体撤去により発生する放射性廃棄物

の処理及び管理方法について検討した結果を踏まえて実施する。  

 

 

 

 

 

(1) 原子炉領域の解体撤去  

原子炉領域の解体撤去は、第２段階に実施する核燃料物質の搬

出及び安全貯蔵の終了後、原子炉領域の残存放射能量、性状等を

踏まえ、水中切断又は気中切断を選定するなど、合理的な手順及

び工法並びに原子炉領域の解体撤去により発生する放射性廃棄物

の処理及び管理方法について検討した結果を踏まえて実施する。  

原子炉本体のうち、支持構造物、原子炉容器及び原子炉容器周

囲のコンクリート壁の解体撤去を行う。  

原子炉領域の解体撤去に当たっては、5.(1)「原子炉周辺設備の

解体撤去」と同様の安全確保対策を講じるとともに、支持構造物

等の高線量物を扱うため、水中切断、遮蔽、遠隔操作装置を用い

る等の被ばく低減対策を確実に行う。  

原子炉領域の解体撤去に係る着手要件及び完了要件を第 5-5 表

に示す。  

(2) 原子炉周辺設備の解体撤去  

第２段階に引き続き、原子炉周辺設備の解体撤去を行う。  

原子炉周辺設備の解体撤去に係る着手要件及び完了要件を第 5-

5 表に示す。  

(3) ２次系設備の解体撤去  

第１段階、第２段階に引き続き２次系設備の解体撤去を行う。  

２次系設備の解体撤去に係る着手要件及び完了要件を第 5-5 表

に示す。  

 

・第２段階以降の廃止措置計画の

具体化に伴う変更  

 

 

 

 

・第２段階以降の廃止措置計画の

具体化に伴う変更 
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-
 
2
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変更前 変更後 備考 

(3) 第４段階  

解体対象施設内の設備を解体撤去した後、建屋内の汚染状況を

確認し、必要に応じてはつり等の方法で建屋内の除染を行う。  

建屋内に汚染が残っていないことを確認したうえで管理区域を

解除し、建屋を解体撤去する。  

 

 

 

 

核燃料物質の譲渡し、核燃料物質による汚染の除去及び核燃料

物質又は核燃料物質によって汚染された物の廃棄を終了した後、

廃止措置を終了する。  

 

7. 第４段階に行う解体の方法  

解体対象施設内の設備を解体撤去した後、建屋内の汚染状況を確

認し、必要に応じてはつり等の方法で建屋内の除染を行う。  

建屋内に汚染が残っていないことを確認したうえで管理区域を解

除し、原子炉格納容器、原子炉補助建屋等を解体する。  

建屋等の解体撤去に係る着手要件及び完了要件を第 5-6 表に示

す。  

 

 

核燃料物質の譲渡し、核燃料物質による汚染の除去及び核燃料物

質又は核燃料物質によって汚染された物の廃棄を終了した後、廃止

措置を終了する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載の適正化（文言の追加）  

 

 

 

・第２段階以降の廃止措置計画の

具体化に伴う変更  
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第 5-1 表 解体対象施設（１号炉） （1/2）  

 

 

第 5-1 表 解体対象施設（1/2）  

 

 

・１号炉及び２号炉の号炉分割に

伴う変更  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載の適正化（設備には建屋を

含む旨を追記）  

・記載の適正化（番号変更） 
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変更前 変更後 備考 

 

第 5-1 表 解体対象施設（１号炉） （2/2）  

 

 

第 5-1 表 解体対象施設（2/2）  

 

 

・１号炉及び２号炉の号炉分割に

伴う変更  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載の適正化（設備には建屋を

含む旨を追記）  

・記載の適正化（番号変更） 
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-
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変更前 変更後 備考 

 

第 5-2 表 解体対象施設（２号炉） （1/2）  

 

 

削除  

 

 

 

・１号炉及び２号炉の号炉分割に

伴う変更 
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-
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変更前 変更後 備考 

 

第 5-2 表 解体対象施設（２号炉） （2/2）  

 

 

削除 

 

・１号炉及び２号炉の号炉分割に

伴う変更 
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第 5-3 表 廃止措置の実施区分  

 

 

第 5-2 表 廃止措置の実施区分  

 

 

・記載の適正化（１号炉及び２号

炉の号炉分割に伴う番号変更）  
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・記載の適正化（１号炉及び２号

炉の号炉分割に伴う番号変更）  
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・記載の適正化（１号炉及び２号

炉の号炉分割に伴う番号変更）  

・記載の適正化（完了時期の明

記） 
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－ 

 

 

・第２段階以降の廃止措置計画の

具体化に伴う変更 
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-
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変更前 変更後 備考 

－ 

 

 

・第２段階以降の廃止措置計画の

具体化に伴う変更 
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-
 
3
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変更前 変更後 備考 

－ 

  

 

・第２段階以降の廃止措置計画の

具体化に伴う変更 
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-
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変更前 変更後 備考 

－ 

 

 

・第２段階以降の廃止措置計画の

具体化に伴う変更 
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－ 

 

 

・第２段階以降の廃止措置計画の

具体化に伴う変更 

第
5

-5
表

 
第

３
段

階
に

実
施

す
る

工
事

等
に

係
る

着
手

要
件

及
び

完
了

要
件

（
3

/3
）

 



美浜発電所１号発電用原子炉施設廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 
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-
 
4
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変更前 変更後 備考 

－ 

 

 

・第２段階以降の廃止措置計画の

具体化に伴う変更 
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第 5-1 図 解体対象施設の範囲  

 

 

 

第 5-1 図 解体対象施設の範囲（２号炉の解体対象施設を含む。）  

 

・記載の適正化（建物名称の変更） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・１号炉及び２号炉の号炉分割に

伴う変更  
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六 性能維持施設  

 

記述の一部を、美浜発電所１号発電用原子炉施設廃止措置計画変更認

可申請書変更前後比較表の変更後欄のとおり変更する。  
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注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

 

-
 
4
3
 
-
 

 

変更前  変更後  備考  

六 性能維持施設  

1. 性能維持施設  

(2) 新燃料貯蔵設備について、新燃料を貯蔵している期間、臨界防止

機能及び性能を維持管理する。使用済燃料貯蔵設備について、使

用済燃料を貯蔵している期間、臨界防止機能及び性能並びに冷

却・浄化等の機能及び性能を維持管理する。また、核燃料物質取

扱設備について、使用済燃料を貯蔵している又は構内輸送する期

間、臨界防止機能及び性能、燃料落下防止機能及び性能並びに除

熱等の機能及び性能を維持管理する。  

 

（中略）  

 

以上の基本的な考え方に基づく具体的な性能維持施設を第 6-1 表

及び第 6-2 表に示す。  

廃止措置の進捗に応じて、第 6-1 表及び第 6-2 表に示す性能維持

施設を変更する場合は、廃止措置計画に反映し変更認可を受ける。  

六 性能維持施設  

1. 性能維持施設  

(2) 新燃料貯蔵設備について、新燃料を貯蔵している期間、臨界防止

機能及び性能を維持管理する。使用済燃料貯蔵設備について、使

用済燃料を貯蔵している期間、臨界防止機能及び性能並びに浄化

等の機能及び性能を維持管理する。また、核燃料物質取扱設備に

ついて、使用済燃料を貯蔵している又は構内輸送する期間、臨界

防止機能及び性能、燃料落下防止機能及び性能並びに除熱等の機

能及び性能を維持管理する。  

  

（中略）  

 

以上の基本的な考え方に基づく具体的な性能維持施設を第 6-1 表

に示す。  

廃止措置の進捗に応じて、第 6-1 表に示す性能維持施設を変更す

る場合は、廃止措置計画に反映し変更認可を受ける。  

 
 

 

 

 

 

・１号炉及び２号炉の号炉分割

に伴う変更 

 

 

 

 

 

 

・１号炉及び２号炉の号炉分割

に伴う変更  

・１号炉及び２号炉の号炉分割

に伴う変更  



美浜発電所１号発電用原子炉施設廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

 

注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

 

-
 
4
4
 
-
 

変更前  変更後 備考  

 

 

 

 

 

 

 

・１号炉及び２号炉の号炉分割

に伴う変更 

第
6

-
1
表

 
性

能
維

持
施

設
 

（
1

/8
）

 

第
6

-
1
表

 
性

能
維

持
施

設
（

１
号

炉
）

 
（

1
/8
）

 



美浜発電所１号発電用原子炉施設廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

 

注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

 

-
 
4
5
 
-
 

変更前  変更後 備考  

 

 

 

 

 

 

 

・１号炉及び２号炉の号炉分割

に伴う変更 

第
6

-
1
表

 
性

能
維

持
施

設
 

（
2

/8
）

 

第
6

-
1
表

 
性

能
維

持
施

設
（

１
号

炉
）

 
（

2
/8
）

 



美浜発電所１号発電用原子炉施設廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

 

注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

 

-
 
4
6
 
-
 

変更前  変更後 備考  

 

 

 

 

 

 

 

・１号炉及び２号炉の号炉分割

に伴う変更 

・性能維持施設の変更（廃液蒸

発装置の台数変更に伴う記載

の変更） 

・記載の適正化（タービン復水

器冷却水放水路への注記の追

加） 

第
6

-
1
表

 
性

能
維

持
施

設
 

（
3

/8
）

 

第
6

-
1
表

 
性

能
維

持
施

設
（

１
号

炉
）

 
（

3
/8
）

 



美浜発電所１号発電用原子炉施設廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

 

注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

 

-
 
4
7
 
-
 

変更前  変更後 備考  

 

 

 

 

 

 

 

・１号炉及び２号炉の号炉分割

に伴う変更 

第
6

-
1
表

 
性

能
維

持
施

設
 

（
4

/8
）

 

第
6

-
1
表

 
性

能
維

持
施

設
（

１
号

炉
）

 
（

4
/8
）
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注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

 

-
 
4
8
 
-
 

変更前  変更後 備考  

 

 

 

 

 

 

 

・１号炉及び２号炉の号炉分割

に伴う変更 

第
6

-
1
表

 
性

能
維

持
施

設
 

（
5

/8
）

 

第
6

-
1
表

 
性

能
維

持
施

設
（

１
号

炉
）

 
（

5
/8
）
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注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

 

-
 
4
9
 
-
 

変更前  変更後 備考  

 

 

 

 

 

 

 

・１号炉及び２号炉の号炉分割

に伴う変更 

第
6

-
1
表

 
性

能
維

持
施

設
 

（
6

/8
）

 

第
6

-
1
表

 
性

能
維

持
施

設
（

１
号

炉
）

 
（

6
/8
）
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注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

 

-
 
5
0
 
-
 

変更前  変更後 備考  

 

 

 

 

 

 

・１号炉及び２号炉の号炉分割

に伴う変更  

・性能維持施設の変更（廃液蒸

発装置の台数変更に伴う記載

の削除） 

 

第
6

-
1
表

 
性

能
維

持
施

設
（

１
号

炉
）

 
（

7
/8
）

 

第
6

-
1
表

 
性

能
維

持
施

設
 

（
7

/8
）
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注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

 

-
 
5
1
 
-
 

変更前  変更後 備考  

 

 

 

 

 

 

 

・１号炉及び２号炉の号炉分割

に伴う変更 

 

第
6

-
1
表

 
性

能
維

持
施

設
 

（
8

/8
）

 

第
6

-
1
表

 
性

能
維

持
施

設
（

１
号

炉
）

 
（

8
/8
）
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注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

 

-
 
5
2
 
-
 

変更前  変更後 備考  

 

 

 

 

削除 

 

 

・１号炉及び２号炉の号炉分割に

伴う変更  

 

第
6

-
2
表

 
性

能
維

持
施

設
（

２
号

炉
）

 
（

1
/8
）
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注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

 

-
 
5
3
 
-
 

変更前  変更後 備考  

 

 

 

 

削除 

 

・１号炉及び２号炉の号炉分割に

伴う変更  

 

第
6

-
2
表

 
性

能
維

持
施

設
（

２
号

炉
）

 
（

2
/8
）
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注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

 

-
 
5
4
 
-
 

変更前  変更後 備考  

 

 

 

 

削除 

 

・１号炉及び２号炉の号炉分割

に伴う変更  

第
6

-
2
表

 
性

能
維

持
施

設
（

２
号

炉
）

 
（

3
/8
）
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注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

 

-
 
5
5
 
-
 

変更前  変更後 備考  

 

 

 

 

削除 

 

・１号炉及び２号炉の号炉分割に

伴う変更  

 

第
6

-
2
表

 
性

能
維

持
施

設
（

２
号

炉
）

 
（

4
/8
）
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注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

 

-
 
5
6
 
-
 

変更前  変更後 備考  

 

 

 

 

削除 

 

・１号炉及び２号炉の号炉分割に

伴う変更  

 

第
6

-
2
表

 
性

能
維

持
施

設
（

２
号

炉
）

 
（

5
/8
）
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注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

 

-
 
5
7
 
-
 

変更前  変更後 備考  

 

 

 

 

削除 

 

・１号炉及び２号炉の号炉分割に

伴う変更  

 

第
6

-
2
表

 
性

能
維

持
施

設
（

２
号

炉
）

 
（

6
/8
）
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注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

 

-
 
5
8
 
-
 

変更前  変更後 備考  

 

 

 

 

削除 

 

・１号炉及び２号炉の号炉分割に

伴う変更  

 

第
6

-
2
表

 
性

能
維

持
施

設
（

２
号

炉
）

 
（

7
/8
）
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注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

 

-
 
5
9
 
-
 

変更前  変更後 備考  

 

 

 

 

削除 

 

・１号炉及び２号炉の号炉分割に

伴う変更  

 

 

第
6

-
2
表

 
性

能
維

持
施

設
（

２
号

炉
）

 
（

8
/8
）
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七 性能維維持施設の位置、構造及び設備並びにその性能並びにその性能

を維持すべき期間  

 

記述の一部を、美浜発電所１号発電用原子炉施設廃止措置計画変更認

可申請書変更前後比較表の変更後欄のとおり変更する。  



美浜発電所１号発電用原子炉施設廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

 

注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

 

-
 
6
1
 
-
 

変更前  変更後  備考  

七 性能維持施設の位置、構造及び設備並びにその性能並びにその性

能を維持すべき期間  

性能維持施設の位置、構造及び設備並びにその性能並びにその性

能を維持すべき期間は、第 6-1 表及び第 6-2 表に示すとおりである。 

第 6-1 表及び第 6-2 表に示す性能維持施設は、原子炉設置許可等

を受けて設計・製作されたものであり、これを引き続き供用するた

め、その性能維持施設の仕様等として、設置時の仕様及び廃止措置

時に必要な台数を「位置、構造及び設備」欄に示すとともに、廃止

措置段階において必要となる機能を「機能」欄に示す。  

この性能維持施設を維持管理し、供用することを前提としている

ことから、性能維持施設の性能として、「実用発電用原子炉及びその

附属施設の技術基準に関する規則」等を参考に、廃止措置段階で求

められる機能を維持管理するために必要となる状態を「性能」欄に

示す。  

廃止措置の進捗に応じて、第 6-1 表及び第 6-2 表に示す性能維持

施設の位置、構造及び設備並びにその性能並びにその性能を維持す

べき期間について変更する場合は、廃止措置計画に反映し変更認可

を受ける。  

 

 

 

 

 

七 性能維持施設の位置、構造及び設備並びにその性能並びにその性

能を維持すべき期間  

性能維持施設の位置、構造及び設備並びにその性能並びにその性

能を維持すべき期間は、第 6-1 表に示すとおりである。  

第 6-1 表に示す性能維持施設は、原子炉設置許可等を受けて設計・

製作されたものであり、これを引き続き供用するため、その性能維

持施設の仕様等として、設置時の仕様及び廃止措置時に必要な台数

を「位置、構造及び設備」欄に示すとともに、廃止措置段階におい

て必要となる機能を「機能」欄に示す。  

この性能維持施設を維持管理し、供用することを前提としている

ことから、性能維持施設の性能として、「実用発電用原子炉及びその

附属施設の技術基準に関する規則」等を参考に、廃止措置段階で求

められる機能を維持管理するために必要となる状態を「性能」欄に

示す。  

廃止措置の進捗に応じて、第 6-1 表に示す性能維持施設の位置、

構造及び設備並びにその性能並びにその性能を維持すべき期間につ

いて変更する場合は、廃止措置計画に反映し変更認可を受ける。  

 

 

 

・１号炉及び２号炉の号炉分割

に伴う変更  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・１号炉及び２号炉の号炉分割

に伴う変更  
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八 核燃料物質の管理及び譲渡し  

 

記述の一部を、美浜発電所１号発電用原子炉施設廃止措置計画変更認

可申請書変更前後比較表の変更後欄のとおり変更する。  



美浜発電所１号発電用原子炉施設廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

 

注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

-
 
6
3
 
-
 

変更前  変更後  備考  

八 核燃料物質の管理及び譲渡し  

1. 核燃料物質の貯蔵場所ごとの種類及び数量  

１号炉及び２号炉の核燃料物質の貯蔵場所ごとの種類及び数量を

第 8-1 表に示す。  

八 核燃料物質の管理及び譲渡し  

1. 核燃料物質の貯蔵場所ごとの種類及び数量  

１号炉の核燃料物質の貯蔵場所ごとの種類及び数量を第 8-1 表に

示す。  

 

 

 

・１号炉及び２号炉の号炉分割

に伴う変更 

 

2. 核燃料物質の貯蔵  

１号炉の新燃料は、搬出するまでの期間、１号炉原子炉補助建屋

内の新燃料貯蔵設備又は使用済燃料貯蔵設備に貯蔵する。  

１号炉の使用済燃料は、搬出するまでの期間、１号炉又は３号炉

原子炉補助建屋内の使用済燃料貯蔵設備に貯蔵する。３号炉原子炉

補助建屋内の使用済燃料貯蔵設備に貯蔵する使用済燃料は３号炉に

て管理する。  

２号炉の新燃料は、搬出するまでの期間、２号炉原子炉補助建屋

内の新燃料貯蔵設備に貯蔵する。  

２号炉の使用済燃料は、搬出するまでの期間、２号炉又は３号炉

原子炉補助建屋内の使用済燃料貯蔵設備に貯蔵する。３号炉原子炉

補助建屋内の使用済燃料貯蔵設備に貯蔵する使用済燃料は３号炉に

て管理する。  

１号炉の核燃料物質の貯蔵中は、核燃料物質の取扱い及び貯蔵に

かかる安全確保上必要な機能（臨界防止、燃料落下防止、水位監視、

漏えい監視、浄化及び給水）を維持管理する。  

２号炉の核燃料物質の貯蔵中は、核燃料物質の取扱い及び貯蔵に

かかる安全確保上必要な機能（臨界防止、燃料落下防止、水位監視、

2. 核燃料物質の貯蔵  

１号炉の新燃料は、搬出するまでの期間、１号炉原子炉補助建屋

内の新燃料貯蔵設備又は使用済燃料貯蔵設備に貯蔵する。  

１号炉の使用済燃料は、搬出するまでの期間、１号炉又は３号炉

原子炉補助建屋内の使用済燃料貯蔵設備に貯蔵する。３号炉原子炉

補助建屋内の使用済燃料貯蔵設備に貯蔵する使用済燃料は３号炉に

て管理する。  

 

 

 

 

 

 

１号炉の核燃料物質の貯蔵中は、核燃料物質の取扱い及び貯蔵に

係る安全確保上必要な機能（臨界防止、燃料落下防止、水位監視、

漏えい監視、浄化及び給水）を維持管理する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・１号炉及び２号炉の号炉分割

に伴う変更  

 

 

 

 

 

・記載の適正化  

 

・１号炉及び２号炉の号炉分割

に伴う変更  



美浜発電所１号発電用原子炉施設廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

 

注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

-
 
6
4
 
-
 

変更前  変更後  備考  

漏えい監視、冷却・浄化及び給水）を維持管理する。  

核燃料物質の貯蔵に係る保安上必要な措置については、保安規定

に定めて実施する。  

なお、新燃料については低濃縮ウラン燃料であり放射能は低いた

め、崩壊熱除去及び遮蔽について特別な考慮を要しない。  

 

核燃料物質の貯蔵に係る保安上必要な措置については、保安規定

に定めて実施する。  

なお、新燃料については低濃縮ウラン燃料であり放射能は低いた

め、崩壊熱除去及び遮蔽について特別な考慮を要しない。  

・１号炉及び２号炉の号炉分割

に伴う変更  

 

3. 核燃料物質の搬出及び輸送  

核燃料物質の搬出及び輸送は、関係法令を遵守して実施するとと

もに、保安のために必要な措置を保安規定に定めて実施する。  

１号炉及び２号炉原子炉補助建屋内の新燃料貯蔵設備に貯蔵して

いる新燃料は、原子炉補助建屋内で輸送容器に収納する。  

１号炉原子炉補助建屋内の使用済燃料貯蔵設備に貯蔵している新

燃料は、使用済燃料貯蔵設備において長期間保管されており、燃料

の表面には放射性物質が付着しているため、気中で燃料集合体の散

水洗浄・乾燥を行った後に、輸送容器に収納する。輸送容器に収納

する際、燃料の表面汚染により、使用する輸送容器の基準を満足し

ない場合は、汚染の拡大防止措置を講じたうえで、気中で燃料集合

体１体ごとに燃料棒を引き抜き、燃料棒表面を除染し、輸送容器に

収納する。この燃料の取扱いにおいては、燃料棒を安全に取り扱う

ために専用の作業台を使用し、燃料棒の変形及び損傷を防止すると

ともに、取り扱う数量を燃料集合体１体ごとかつその１体分の燃料

棒に限定し、臨界を防止する。  

輸送容器に収納後、解体対象施設から搬出し、加工施設へ輸送す

る。  

3. 核燃料物質の搬出及び輸送  

核燃料物質の搬出及び輸送は、関係法令を遵守して実施するとと

もに、保安のために必要な措置を保安規定に定めて実施する。  

１号炉原子炉補助建屋内の新燃料貯蔵設備に貯蔵している新燃料

は、原子炉補助建屋内で輸送容器に収納する。  

１号炉原子炉補助建屋内の使用済燃料貯蔵設備に貯蔵している新

燃料は、使用済燃料貯蔵設備において長期間保管されており、燃料

の表面には放射性物質が付着しているため、気中で燃料集合体の散

水洗浄・乾燥を行った後に、輸送容器に収納する。  

 

 

 

 

 

 

 

輸送容器に収納後、解体対象施設から搬出し、加工施設へ輸送す

る。  

 

 

 

・１号炉及び２号炉の号炉分割

に伴う変更 

 

 

 

・新燃料の譲渡し時期等の変更

（新燃料の搬出方法に関する

記載の削除） 

 

 

 

 

 

 

 



美浜発電所１号発電用原子炉施設廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

 

注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

-
 
6
5
 
-
 

変更前  変更後  備考  

１号炉及び２号炉原子炉補助建屋内の使用済燃料貯蔵設備に貯蔵

している使用済燃料については、１号炉及び２号炉原子炉補助建屋

内の使用済燃料貯蔵設備から搬出し、再処理施設、中間貯蔵施設又

は３号炉原子炉補助建屋内の使用済燃料貯蔵設備へ輸送する。３号

炉原子炉補助建屋内の使用済燃料貯蔵設備へ輸送した使用済燃料は

３号炉にて管理する。また、１号炉及び２号炉原子炉補助建屋内の

使用済燃料貯蔵設備に貯蔵中の使用済燃料のすべてを１号炉及び２

号炉原子炉補助建屋内から搬出した場合は、３号炉原子炉補助建屋

内の使用済燃料貯蔵設備は廃止措置対象施設として取り扱わず、１

号炉及び２号炉のすべての使用済燃料は廃止措置対象施設から搬出

されたものとする。  

なお、使用済燃料貯蔵設備に貯蔵中の使用済燃料については、国

の「使用済燃料対策に関するアクションプラン」に基づき策定して

いる「使用済燃料対策推進計画」を踏まえ、計画的に搬出する。  

１号炉原子炉補助建屋内の使用済燃料貯蔵設備に貯蔵している使

用済燃料については、１号炉原子炉補助建屋内の使用済燃料貯蔵設

備から搬出し、再処理施設、中間貯蔵施設又は３号炉原子炉補助建

屋内の使用済燃料貯蔵設備へ輸送する。３号炉原子炉補助建屋内の

使用済燃料貯蔵設備へ輸送した使用済燃料は３号炉にて管理する。

１号炉の破損燃料※１については、搬出方法等を検討し解体対象施設

から搬出する。また、１号炉原子炉補助建屋内の使用済燃料貯蔵設

備に貯蔵中の使用済燃料のすべてを１号炉原子炉補助建屋内から搬

出した場合は、３号炉原子炉補助建屋内の使用済燃料貯蔵設備は廃

止措置対象施設として取り扱わず、１号炉のすべての使用済燃料は

廃止措置対象施設から搬出されたものとする。  

なお、使用済燃料貯蔵設備に貯蔵中の使用済燃料については、国

の「使用済燃料対策に関するアクションプラン」に基づき策定して

いる「使用済燃料対策推進計画」を踏まえ、計画的に搬出する。  

 

※1：美浜発電所１号炉第２回定期検査（昭和４８年）にて燃料棒の

破損を確認した燃料集合体（第２回及び第４回定期検査で回収

した破損燃料片及び未回収破損燃料片を含む。） 

・１号炉及び２号炉の号炉分割

に伴う変更  

 

 

 

・記載の適正化（１号炉の破損燃

料の搬出について明記） 

・１号炉及び２号炉の号炉分割

に伴う変更  

・１号炉及び２号炉の号炉分割

に伴う変更  

 

 

 

 

・記載の適正化（１号炉の破損燃

料の明記） 

4. 核燃料物質の譲渡し  

１号炉及び２号炉の新燃料は、第１段階が終了するまでに、加工

事業者へ譲り渡す。  

１号炉及び２号炉の使用済燃料は、廃止措置が終了するまでに、

再処理事業者へ譲り渡す。 

4. 核燃料物質の譲渡し  

１号炉の新燃料は、第２段階が終了するまでに、加工事業者へ譲

り渡す。  

１号炉の使用済燃料は、廃止措置が終了するまでに、再処理事業

者へ譲り渡す。 

 

・新燃料の譲渡し時期等の変更

（新燃料の譲渡し時期の変更） 

・１号炉及び２号炉の号炉分割

に伴う変更 



美浜発電所１号発電用原子炉施設廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

 

注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

-
 
6
6
 
-
 

変更前  変更後  備考  

 

第 8-1 表 核燃料物質の貯蔵場所ごとの種類及び数量  

 

 

 

第 8-1 表 核燃料物質の貯蔵場所ごとの種類及び数量  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載の適正化（１号炉の破損燃

料の明記）  
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九 核燃料物質による汚染の除去  

 

記述の一部を、美浜発電所１号発電用原子炉施設廃止措置計画変更認

可申請書変更前後比較表の変更後欄のとおり変更する。



美浜発電所１号発電用原子炉施設廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

 

注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

 

-
 
6
8
 
-
 

変更前 変更後 備考 

九 核燃料物質による汚染の除去  

1. 除染の方針  

(2) 汚染の分布評価  

解体対象施設内の汚染の推定分布については、第 4-3 図及び第

4-4 図に示すとおりであるが、残存放射能調査により、第１段階の

除染結果も踏まえた評価の見直しを行う。  

 

 

九 核燃料物質による汚染の除去  

1. 除染の方針  

(2) 汚染の分布評価  

初回申請において評価した解体対象施設内の汚染の推定分布に

ついては、第 4-3 図に示すとおりである。  

第１段階の残存放射能調査により評価した解体対象施設内の汚

染の推定分布図については、第 9-1 図に示すとおりである。  

 

 

 

・記載の適正化（評価時期の明

記）  

・１号炉及び２号炉の号炉分割

に伴う変更 

・第２段階以降の廃止措置計画

の具体化に伴う変更 

3. 第２段階以降の除染  

(1) 除染の方法  

a. 解体前除染  

第１段階に実施する除染の結果、十分な除染効果が得られな

かった範囲及び除染の対象としていなかった範囲について、解

体撤去等における放射線業務従事者の被ばく低減又は放射性廃

棄物の放射能レベル低減の観点から有効と判断した場合には、

化学的方法又は機械的方法により除染を行う。  

b. 解体後除染  

放射性廃棄物の放射能レベル低減の観点から、第１段階に実

施する系統除染及び残存放射能調査の結果を踏まえ、解体撤去

に伴い発生する放射性廃棄物のうち合理的に放射能レベルを低

減できると見込まれるものに対して、化学的方法又は機械的方

法を効果的に組み合わせて行う。  

3. 第２段階以降の除染  

(1) 除染の方法  

a. 解体前除染  

 

解体撤去等における放射線業務従事者の被ばく低減又は放射

性廃棄物の放射能レベル低減の観点から有効と判断した場合に

は、化学的方法又は機械的方法により除染を行う。  

 

b. 解体後除染  

放射性廃棄物の放射能レベル低減の観点から、第１段階に実

施する系統除染及び残存放射能調査の結果を踏まえ、解体撤去

に伴い発生する放射性廃棄物のうち、合理的に放射能レベルを

低減できると見込まれるものに対して、化学的方法又は機械的

方法を効果的に組み合わせて行う。  

 

 

 

・第２段階以降の廃止措置計画

の具体化に伴う変更 

 

 

 

 

 

 

・記載の適正化 



美浜発電所１号発電用原子炉施設廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

 

注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

 

-
 
6
9
 
-
 

変更前 変更後 備考 

(2) 安全管理上の措置  

除染の実施に当たっては、系統隔離等により安全確保上必要な

機能に影響を及ぼさない措置を講じるとともに、放射線業務従事

者の被ばく低減対策を講じる。  

 

(2) 安全管理上の措置  

a. 解体前除染を実施する場合には、系統隔離等により安全確保上

必要な機能に影響を及ぼさない措置を講じる。  

b. 作業環境に応じて適切な防保護具を着用する。  

c. 高線量区域での作業は、可能な限り短時間での立入りで作業を

行う等、被ばく線量の低減を図る。  

d. 作業時には、汚染拡大防止措置（汚染拡大防止囲い、堰の設置

等）を講じる。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載の適正化（安全管理上の措

置の具体化） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



美浜発電所１号発電用原子炉施設廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

 

注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

 

-
 
7
0
 
-
 

変更前 変更後 備考 

－ 

 

 

 

・第２段階以降の廃止措置計画

の具体化に伴う変更 

 

第
9
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図

 
汚
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分
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図
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十 核燃料物質又は核燃料物質によって汚染された物の廃棄  

 

記述の一部を、美浜発電所１号発電用原子炉施設廃止措置計画変更認

可申請書変更前後比較表の変更後欄のとおり変更する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本資料のうち、   は商業機密又は核物質防護上の観点から公開できません。 

 



美浜発電所１号発電用原子炉施設廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

 

注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

 

-
 
7
2
 
-
 

変更前 変更後 備考  

十 核燃料物質又は核燃料物質によって汚染された物の廃棄  

1. 放射性気体廃棄物の管理  

(1) 第１段階  

第１段階に発生する放射性気体廃棄物としては、系統除染、設

備の維持管理等により発生する放射性粉じん（以下「粉じん」と

いう。）、放射性希ガス（以下「希ガス」という。）及び放射性よう

素（以下「よう素」という。）が考えられるが、第１段階では粉じ

んが大量に発生する管理区域内設備の解体撤去を行わず、また、

放射性廃棄物の廃棄施設や換気設備等の必要な設備についてはそ

の機能を維持することから、粉じんの放出量は無視できる。さら

に、よう素についても、半減期が短く、原子炉停止からの減衰期

間を考慮すると、放出量は無視できる。したがって、第１段階に

放出される放射性気体廃棄物としては、原子炉格納容器及び原子

炉補助建屋の換気による希ガスが主となる。  

 

（中略）  

十 核燃料物質又は核燃料物質によって汚染された物の廃棄  

1. 放射性気体廃棄物の管理  

(1) 第１段階  

第１段階に発生する放射性気体廃棄物としては、系統除染、設

備の維持管理等により発生する粒子状の放射性粉じん（以下「粒

子状物質」という。）、放射性希ガス（以下「希ガス」という。）及

び放射性よう素（以下「よう素」という。）が考えられるが、第１

段階では粒子状物質が大量に発生する管理区域内設備の解体撤去

を行わず、また、放射性廃棄物の廃棄施設や換気設備等の必要な

設備についてはその機能を維持することから、粒子状物質の放出

量は無視できる。さらに、よう素についても、半減期が短く、原

子炉停止からの減衰期間を考慮すると、放出量は無視できる。し

たがって、第１段階に放出される放射性気体廃棄物としては、原

子炉格納容器及び原子炉補助建屋の換気による希ガスが主とな

る。  

 

（中略）  

 

 

 

 

 

・記載の適正化（表現の修正） 

 

 

・記載の適正化（表現の修正） 

 

・記載の適正化（表現の修正） 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 第２段階以降  

第２段階以降においては、管理区域内設備の解体撤去の状況に

応じて、処理に必要となる放射性廃棄物処理機能や放出管理機能

を維持しながら管理放出する。  

なお、第２段階以降の放射性気体廃棄物の管理については、第

(2) 第２段階以降  

第２段階以降に発生する主な放射性気体廃棄物は、管理区域内

設備の解体撤去に伴って発生する粒子状物質である。  

希ガスについては、第１段階で実施した作業に伴い、解体施設

内に残存していた希ガスは放出されているため、第２段階以降の

 

・第２段階以降の廃止措置計画の

具体化に伴う変更 

 

 



美浜発電所１号発電用原子炉施設廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

 

注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

 

-
 
7
3
 
-
 

変更前 変更後 備考  

１段階に行う除染や残存放射能調査の結果を踏まえ、原子炉周辺

設備の解体撤去に着手するまでに処理方法及び管理方法について

定め、廃止措置計画に反映し変更認可を受ける。  

放出量は無視することができる。ただし、使用済燃料搬出完了ま

では、使用済燃料からの希ガスの漏えいがないことを排気筒ガス

モニタにより監視する。  

よう素については、第１段階と同様に原子炉停止からの減衰期

間を考慮すると、放出量は無視することができる。  

解体撤去で発生する粒子状物質が主となる放射性気体廃棄物の

廃棄については、補助建屋排気設備、原子炉格納容器換気設備又

はアニュラス排気設備を通した後、排気筒から放出する。また、

周辺環境の放射線モニタリングについてはモニタリングポストに

よる空間放射線量率の測定や環境試料のサンプリング等によって

行う。放射性気体廃棄物の管理に係る保安上必要な措置について

は、保安規定に定めて実施する。  

第２段階以降の放射性気体廃棄物の処理流路線図を第 10-2 図

に示す。廃止措置の進捗に伴い放射性気体廃棄物の処理方法を変

更する場合は、廃止措置計画に反映し変更認可を受ける。  

第２段階以降に発生する放射性気体廃棄物の推定発生量から、

放出管理目標値を設定し、これを超えないように努める。  

放出管理目標値（１号炉及び２号炉合算）  

第２段階  

2.6×108 Bq／y （粒子状物質（Co-60））  

第３段階  

8.8×107 Bq／y （粒子状物質（Co-60））  

 

 

・第２段階以降の廃止措置計画の

具体化に伴う変更 

 



美浜発電所１号発電用原子炉施設廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

 

注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

 

-
 
7
4
 
-
 

変更前 変更後 備考  

2. 放射性液体廃棄物の管理  

(1) 第１段階  

 

（中略）  

 

なお、廃止措置期間中は、冷却材ドレンに含まれるほう酸を回

収し再使用する必要がないことから、冷却材ドレンについては、

廃液処理系にて処理を行う。第１段階における放射性液体廃棄物

の処理流路線図（１号炉及び２号炉）を第 10-2 図に示す。  

 

（中略）  

 

(2) 第２段階以降  

第２段階以降においては、管理区域内設備の解体撤去の状況に

応じて、処理に必要となる放射性廃棄物処理機能や放出管理機能

を維持しながら管理放出する。  

なお、第２段階以降の放射性液体廃棄物の管理については、第

１段階に行う除染や残存放射能調査の結果を踏まえ、原子炉周辺

設備の解体撤去に着手するまでに処理方法及び管理方法について

定め、廃止措置計画に反映し変更認可を受ける。  

 

2. 放射性液体廃棄物の管理  

(1) 第１段階  

 

（中略）  

 

なお、廃止措置期間中は、冷却材ドレンに含まれるほう酸を回

収し再使用する必要がないことから、冷却材ドレンについては、

廃液処理系にて処理を行う。第１段階における放射性液体廃棄物

の処理流路線図（１号炉及び２号炉）を第 10-3 図に示す。 

 

（中略）  

 

(2) 第２段階以降  

第２段階以降に発生する主な放射性液体廃棄物は、設備の維持

管理、管理区域設備の解体撤去等に伴い発生するキャビティドレ

ン、機器ドレン、格納容器床ドレン、補助建屋床ドレン、薬品ド

レン及び洗浄排水である。  

これらの放射性液体廃棄物の廃棄については、処理に必要とな

る設備の機能を維持しながら処理を行うとともに、放出する場合

には、あらかじめ放出前のタンクにおいてサンプリングし、放射

性物質の濃度を測定及び確認してから放出する。また、排水中の

放射性物質の濃度は、排水モニタによって監視する。放射性液体

廃棄物の管理に係る保安上必要な措置については、保安規定に定

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載の適正化（第２段階以降の

廃止措置計画の具体化に伴う

変更） 

 

 

・第２段階以降の廃止措置計画の

具体化に伴う変更 

 

 

 

 

 

 

 

 



美浜発電所１号発電用原子炉施設廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

 

注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

 

-
 
7
5
 
-
 

変更前 変更後 備考  

めて実施する。  

第２段階以降の放射性液体廃棄物の処理流路線図を第 10-4 図

に示す。廃止措置の進捗に伴い放射性液体廃棄物の処理方法を変

更する場合は、廃止措置計画に反映し変更認可を受ける。  

第２段階以降に発生する放射性液体廃棄物の推定放出量から、

放射性液体廃棄物の放出管理目標値を次のとおり設定し、これを

超えないように努める。  

放出管理目標値（１号炉及び２号炉合算）  

第２段階  

2.1×107 Bq／y （Co-60）  

第３段階  

9.3×107 Bq／y （Co-60）  

 

・第２段階以降の廃止措置計画の

具体化に伴う変更 

 

 

 

 

3. 放射性固体廃棄物の管理  

(1) 放射性固体廃棄物の処理  

a. 第１段階  

 

（中略）  

 

第１段階における放射性固体廃棄物の処理流路線図（１号炉

及び２号炉）を第 10-3 図に示す。  

 

 

3. 放射性固体廃棄物の管理  

(1) 放射性固体廃棄物の処理  

a. 第１段階  

 

（中略）  

 

第１段階における放射性固体廃棄物の処理流路線図（１号炉

及び２号炉）を第10-5図に示す。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載の適正化（１号炉及び２号

炉の号炉分割に伴う番号変更） 

 



美浜発電所１号発電用原子炉施設廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

 

注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

 

-
 
7
6
 
-
 

変更前 変更後 備考  

b. 第２段階以降  

第２段階以降に発生する放射性固体廃棄物の処理及び管理に

ついては、第１段階に行う除染や残存放射能調査の結果を踏ま

え、原子炉周辺設備の解体撤去に着手するまでに定め、廃止措

置計画に反映し変更認可を受ける。  

 

 

b. 第２段階以降  

第２段階以降においては、管理区域内設備の解体撤去等によ

り、廃液蒸発装置の濃縮廃液固化物、雑固体廃棄物、イオン交

換器廃樹脂等が発生する。 

これらの放射性固体廃棄物は、種類、性状等に応じて、圧縮、

焼却、溶融、固化等の処理を行い、原子炉設置許可申請書に記

載している貯蔵容量を超えないように廃樹脂貯蔵タンクに貯蔵

又は固体廃棄物貯蔵庫に保管する。 

管理区域内の解体撤去等により発生する金属等の解体撤去物

については、保管エリア又は固体廃棄物貯蔵庫に保管する。CL

と推定されるものは原則として CL として処理するが、CL とし

て処理できないと判断したものは雑固体廃棄物として処理す

る。 

保管エリアの設置予定場所を第 10-6 図に示す。 

放射性固体廃棄物の管理に係る保安上必要な措置について

は、保安規定に定めて実施する。  

第２段階以降の放射性固体廃棄物の処理流路線図を第 10-7

図に示す。廃止措置の進捗に伴い放射性固体廃棄物の処理方法

を変更する場合は、廃止措置計画に反映し変更認可を受ける。  

 

・第２段階以降の廃止措置計画の

具体化に伴う変更  

 

 

(2) 放射性固体廃棄物の廃棄  

 

（中略）  

 

(2) 放射性固体廃棄物の廃棄  

 

（中略）  

 

 

 

 

 



美浜発電所１号発電用原子炉施設廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

 

注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

 

-
 
7
7
 
-
 

変更前 変更後 備考  

なお、放射性物質として扱う必要のないもの（CL）は、原子炉

等規制法に定める所定の手続き及び確認を経て、可能な限り再生

利用に供する。 

美浜発電所における放射性固体廃棄物の貯蔵・保管状況（１号

炉及び２号炉合算）（平成２８年６月末現在）を第 10-1 表に示す。

１号炉及び２号炉から発生したこれらの放射性固体廃棄物につい

ては、廃止措置終了までに廃棄事業者の廃棄施設に廃棄する。  

なお、３号炉との共用施設から発生した放射性固体廃棄物につ

いては、１号炉及び２号炉の廃止措置終了後は３号炉にて管理す

る。 

第１段階に発生する放射性固体廃棄物の推定発生量を第 10-2

表に、廃止措置期間全体にわたり発生する放射性固体廃棄物の放

射能レベル区分ごとの推定発生量を第 10-3 表に示す。ただし、廃

止措置期間全体にわたり発生する放射性固体廃棄物の放射能レベ

ル区分ごとの推定発生量については、第１段階に行う残存放射能

調査の結果を踏まえて見直すこととし、原子炉周辺設備の解体撤

去に着手するまでに廃止措置計画に反映し変更認可を受ける。  

 

 

なお、CL は、原子炉等規制法に定める所定の手続き及び確認を

経て、可能な限り再生利用に供する。  

 

美浜発電所における放射性固体廃棄物の貯蔵・保管状況（１号

炉及び２号炉合算）（平成２８年６月末現在）を第 10-1 表に示す。

１号炉及び２号炉から発生したこれらの放射性固体廃棄物につい

ては、廃止措置終了までに廃棄事業者の廃棄施設に廃棄する。  

なお、３号炉との共用施設から発生した放射性固体廃棄物につ

いては、１号炉及び２号炉の廃止措置終了後は３号炉にて管理す

る。  

第１段階に発生する放射性固体廃棄物の推定発生量を第 10-2

表に、廃止措置期間全体にわたり発生する放射性固体廃棄物の放

射能レベル区分ごとの推定発生量を第 10-3 表に示す。  

・記載の適正化（表現の修正）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・第２段階以降の廃止措置計画の

具体化に伴う変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



美浜発電所１号発電用原子炉施設廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

 

注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

 

-
 
7
8
 
-
 

変更前 変更後 備考  

 

第 10-1 表 美浜発電所における放射性固体廃棄物の貯蔵・保管状況  

（１号炉及び２号炉合算）  

 

 

 

第 10-1 表 運転中に発生した放射性固体廃棄物の貯蔵・保管状況  

（１号炉及び２号炉合算）  

 

 

 

 

 

 

 

・記載の適正化（発生時期の明記） 
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注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

 

-
 
7
9
 
-
 

変更前 変更後 備考  

 

第 10-3 表 廃止措置期間全体にわたり発生する  

放射性固体廃棄物の推定発生量  

 

 

第 10-3 表 廃止措置期間全体にわたり発生する  

放射性固体廃棄物の推定発生量  

 

 

・第２段階以降の廃止措置計画の

具体化に伴う変更 



美浜発電所１号発電用原子炉施設廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

 

注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

 

-
 
8
0
 
-
 

変更前 変更後 備考  

－ 

 

 

 

 

・第２段階以降の廃止措置計画の

具体化に伴う変更 
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美浜発電所１号発電用原子炉施設廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

 

注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 
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8
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変更前 変更後 備考  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載の適正化（第２段階以降

の廃止措置計画の具体化に伴

う番号変更）  
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注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

 

-
 
8
2
 
-
 

変更前 変更後 備考  

－  

 

 
 

 

・第２段階以降の廃止措置計画

の具体化に伴う変更 
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注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 
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変更前 変更後 備考  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載の適正化（第２段階以降の

廃止措置計画の具体化に伴う

番号変更） 第
1

0
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注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 
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変更前 変更後 備考  

－ 

 

 

 

・第２段階以降の廃止措置計画の

具体化に伴う変更 
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美浜発電所１号発電用原子炉施設廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

 

注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

 

-
 
8
5
 
-
 

変更前 変更後 備考  

－  

 

 

 

・第２段階以降の廃止措置計画の

具体化に伴う変更 
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美浜発電所１号発電用原子炉施設廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

 

注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 
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変更前 変更後 備考  

－ 

 

 

 

・第２段階以降の廃止措置計画の

具体化に伴う変更 
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注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 
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変更前 変更後 備考  

－ 

 

 

 

・第２段階以降の廃止措置計画の

具体化に伴う変更 
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注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 
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変更前 変更後 備考  

－ 

 

 

 

 

・第２段階以降の廃止措置計画の

具体化に伴う変更 
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十一 廃止措置の工程  

 

記述の一部を、美浜発電所１号発電用原子炉施設廃止措置計画変更認

可申請書変更前後比較表の変更後欄のとおり変更する。  



美浜発電所１号発電用原子炉施設廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

 

注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

 

-
 
9
0
 
-
 

変更前  変更後  備考  

十一 廃止措置の工程  

 

１号炉及び２号炉の廃止措置は、原子炉等規制法に基づく本廃止

措置計画の認可以降、この廃止措置計画に基づき実施し、１号炉及

び２号炉共に２０４５年度に完了する予定である。廃止措置の工程

を第 11-1 表に示す。  

 

十一 廃止措置の工程  

 

１号炉の廃止措置は、原子炉等規制法に基づく本廃止措置計画の

認可以降、この廃止措置計画に基づき実施し、２０４５年度に完了

する予定である。廃止措置の工程を第 11-1 表に示す。  

 

 

 

・１号炉及び２号炉の号炉分割

に伴う変更  

 

 



 

 

 

 

 

添 付 書 類  

  



 

今回の変更申請に係る美浜発電所１号発電用原子炉施設廃止措置計画変

更認可申請書の添付書類は以下のとおりである。  

 

添付書類一 既に使用済燃料を発電用原子炉の炉心から取り出しているこ

とを明らかにする資料  

 

添付書類二 廃止措置対象施設の敷地に係る図面及び廃止措置に係る工事

作業区域図  

 

添付書類三 廃止措置に伴う放射線被ばくの管理に関する説明書  

 

添付書類四 廃止措置中の過失、機械又は装置の故障、地震、火災等があっ

た場合に発生することが想定される事故の種類、程度、影響等

に関する説明書 

 

添付資料五 核燃料物質による汚染の分布とその評価方法に関する説明書 

 

添付書類六 性能維持施設及びその性能並びにその性能を維持すべき期間

に関する説明書  

 

添付資料七 廃止措置に要する費用の見積り及びその資金の調達計画に関

する説明書  

 

 



 

添付書類一 既に使用済燃料を発電用原子炉の炉心から取り出している

ことを明らかにする資料  

 

記述の一部を、美浜発電所１号発電用原子炉施設廃止措置計画変更認

可申請書変更前後比較表の変更後欄のとおり変更する。



美浜発電所１号発電用原子炉施設廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

 

1
-
1
 

変更前  変更後  備考  

添付書類一 既に使用済燃料を発電用原子炉の炉心から取り出してい

ることを明らかにする資料  

 

1. 燃料集合体を発電用原子炉の炉心から取り出していることを明ら

かにする記録  

発電用原子炉の炉心に挿入された燃料集合体の配置は、「実用発

電用原子炉の設置、運転等に関する規則」（以下「実用炉規則」と

いう。）第６７条の規定に基づく記録である発電用原子炉内におけ

る燃料集合体の配置図（以下「炉心配置図」という。）に記録して

いる。  

本記録は燃料集合体の配置又は配置替えの都度作成することとな

っており、１号炉及び２号炉の炉心配置図は、以下に示すとおり、

それぞれ原子炉の炉心から最後に燃料集合体を取り出した後は、新

たに作成していない。空白は燃料集合体が装荷されていない状態を

示す。  

 

（中略）  

 

3. ２号炉の燃料集合体取出し  

２号炉の燃料集合体は、平成２４年１月１２日に発電用原子炉の

炉心から取り出す作業を完了した。このときに作成した炉心配置図

を第 2 図に示す。  

 

添付書類一 既に使用済燃料を発電用原子炉の炉心から取り出してい

ることを明らかにする資料  

 

1. 燃料集合体を発電用原子炉の炉心から取り出していることを明ら

かにする記録  

発電用原子炉の炉心に挿入された燃料集合体の配置は、「実用発

電用原子炉の設置、運転等に関する規則」（以下「実用炉規則」と

いう。）第６７条の規定に基づく記録である発電用原子炉内におけ

る燃料集合体の配置図（以下「炉心配置図」という。）に記録して

いる。  

本記録は燃料集合体の配置又は配置替えの都度作成することとな

っており、１号炉の炉心配置図は、以下に示すとおり、原子炉の炉

心から最後に燃料集合体を取り出した後は、新たに作成していな

い。空白は燃料集合体が装荷されていない状態を示す。  

 

 

（中略）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・１号炉及び２号炉の号炉分割

に伴う変更  

 

 

 

 

 

・１号炉及び２号炉の号炉分割

に伴う変更  

 



美浜発電所１号発電用原子炉施設廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 
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変更前  変更後  備考  

 

 

第 2 図 ２号炉 炉心配置図（平成２４年１月１２日）  

 

削除  

・１号炉及び２号炉の号炉分割

に伴う変更  

 

 



 

添付書類二 廃止措置対象施設の敷地に係る図面及び廃止措置に係る工事

作業区域図  

 

記述の一部を、美浜発電所１号発電用原子炉施設廃止措置計画変更認

可申請書変更前後比較表の変更後欄のとおり変更する。  



美浜発電所１号発電用原子炉施設廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

 

注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

 

2
-
1
 

変更前 変更後 備考 

添付書類二 廃止措置対象施設の敷地に係る図面及び廃止措置に係る

工事作業区域図 

 

廃止措置対象施設の敷地及び廃止措置（第１段階）に係る工事作

業区域を第 1 図に示す。第２段階以降における工事作業区域につい

ては、原子炉周辺設備の解体撤去に着手するまでに廃止措置計画に

反映し変更認可を受ける。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付書類二 廃止措置対象施設の敷地に係る図面及び廃止措置に係る

工事作業区域図 

 

廃止措置対象施設の敷地及び廃止措置（第１段階）に係る工事作

業区域を第 1 図に示す。第２段階以降における工事作業区域を第 2

図に示す。  

 

 

 

 

 

・第２段階以降の廃止措置計画

の具体化に伴う変更 



美浜発電所１号発電用原子炉施設廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

 

注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

 

2
-
2
 

変更前 変更後 備考 

 

 

第 1 図 廃止措置対象施設の敷地及び廃止措置（第１段階）に係る 

工事作業区域 

 

 

第 1 図 廃止措置対象施設の敷地及び廃止措置（第１段階）に係る 

工事作業区域（２号炉の工事作業区域を含む。） 

 

・記載の適正化（建物名称の変

更） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載の適正化（１号炉及び２号

炉の号炉分割に伴う追記） 

 



美浜発電所１号発電用原子炉施設廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

 

注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

 

2
-
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変更前 変更後 備考 

－ 

 

 

第 2 図 廃止措置対象施設の敷地及び廃止措置（第２段階以降） 

に係る工事作業区域（２号炉の工事作業区域を含む。）   

 

 

・第２段階以降の廃止措置計画

の具体化に伴う変更 

 

 



 

添付書類三 廃止措置に伴う放射線被ばくの管理に関する説明書  

 

記述の一部を、美浜発電所１号発電用原子炉施設廃止措置計画変更認

可申請書変更前後比較表の変更後欄のとおり変更する。  



美浜発電所１号発電用原子炉施設廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

 

3
-
1
 

変更前 変更後  備考  

添付書類三 廃止措置に伴う放射線被ばくの管理に関する説明書  

1. 放射線管理  

1.7 放射性廃棄物の放出管理  

放射性気体廃棄物及び放射性液体廃棄物の放出に当たっては、周

辺監視区域外の空気中及び水中の放射性物質の濃度が線量告示に

定める値を超えないように厳重な管理を行う。さらに、線量目標値

指針に基づき、発電所から放出される放射性物質について放出管理

目標値を定めるとともに、放射性物質の測定を行い、これを超えな

いように努める。  

 

（中略）  

 

添付書類三 廃止措置に伴う放射線被ばくの管理に関する説明書  

1. 放射線管理  

1.7 放射性廃棄物の放出管理  

放射性気体廃棄物及び放射性液体廃棄物の放出に当たっては、周

辺監視区域外の空気中及び水中の放射性物質の濃度が線量告示に

定める値を超えないように厳重な管理を行う。さらに、線量目標値

指針を参考に、発電所から放出される放射性物質について放出管理

目標値を定めるとともに、放射性物質の測定を行い、これを超えな

いように努める。  

 

（中略）  

 

 

 

 

 

 

 

・記載の適正化（第２段階以降の

申請に伴う文言の修正）  

 

2. 平常時における周辺公衆の線量評価  

廃止措置期間中に環境へ放出される放射性気体廃棄物及び放射

性液体廃棄物により周辺公衆の受ける線量を評価する。また、廃止

措置期間中の直接線及びスカイシャイン線による敷地境界外の線

量を評価する。  

評価に当たっては、「発電用軽水型原子炉施設周辺の線量目標値

に対する評価指針」（以下「線量評価指針」という。）及び「発電

用原子炉施設の安全解析に関する気象指針」（以下「気象指針」と

いう。）を参考にする。  

 

 

2. 平常時における周辺公衆の線量評価  

廃止措置期間中に環境へ放出される放射性気体廃棄物及び放射

性液体廃棄物により周辺公衆の受ける線量を評価する。また、廃止

措置期間中の直接線及びスカイシャイン線による敷地境界外の線

量を評価する。  

評価に当たっては、「発電用軽水型原子炉施設周辺の線量目標値

に対する評価指針」（以下「線量評価指針」という。）、「発電用

原子炉施設の安全解析に関する気象指針」（以下「気象指針」とい

う。）及び「発電用原子炉廃止措置工事環境影響評価技術調査－環

境影響評価パラメータ調査研究－（平成 18 年度経済産業省原子力

安全・保安院 放射性廃棄物規制課委託調査、財団法人電力中央研

 

 

 

 

 

 

・記載の適正化  

 

・第２段階以降の廃止措置計画

の具体化に伴う変更（参考図

書の追加）  
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変更前 変更後  備考  

 究所）の添付 廃止措置工事環境影響評価ハンドブック（第 3 次

版）」（以下「電中研ハンドブック」という。）を参考にする。 

・第２段階以降の廃止措置計画

の具体化に伴う変更（参考図

書の追加） 

2.2 第２段階以降の平常時における周辺公衆の受ける線量評価  

第２段階以降については、解体撤去に伴い空気中に飛散する放射

性粉じん等の廃止措置特有の状況を考慮する必要があるため、残存

放射能調査、解体方法等についての検討結果に基づき、原子炉周辺

設備の解体撤去に着手するまでに評価し、廃止措置計画に反映し変

更認可を受ける。  

 

2.2 第２段階以降の平常時における周辺公衆の受ける線量評価  

第２段階以降の平常時における周辺公衆の受ける線量は、管理区

域内設備の解体撤去等に伴い発生する放射性気体廃棄物及び放射

性液体廃棄物を対象に次のとおり評価する。  

なお、３号炉から発生する放射性気体廃棄物及び放射性液体廃棄

物による実効線量については、第１段階と同様「原子炉設置許可申

請書 添付書類九」における評価結果を用いる。  

 

・第２段階以降の廃止措置計画

の具体化に伴う変更  

 

 

 

 

 

 

－ 

 

 

 

 

 

 

2.2.1 放射性気体廃棄物による実効線量  

(1) 評価方法  

１号炉及び２号炉から発生する放射性気体廃棄物の主なも

のは、管理区域内設備の解体撤去に伴って発生する粒子状物質

である。希ガスについては、第１段階で実施した作業に伴い放

出されており、第２段階以降の放出量は無視できる。よう素に

ついても、第１段階と同様、放出量は無視できる。  

したがって、第２段階以降の放射性気体廃棄物の放出量は、

解体対象施設の推定放射能に、解体撤去に伴う放射性物質の気

中移行割合を乗じ、汚染拡大防止囲いからの漏えい率並びに局

所フィルタ及び建屋排気フィルタによる捕集効率を考慮して

求める。解体撤去に伴い発生する放射性気体廃棄物の大気への

移行フローを第 2 図に示す。 

・第２段階以降の廃止措置計画

の具体化に伴う変更  
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注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 
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変更前 変更後  備考  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、第４段階で解体撤去する建屋等の放射能濃度は極めて

低いことから、第４段階の放射性気体廃棄物の放出量は無視で

きる。 

放出期間については、第２段階及び第３段階における解体撤

去をそれぞれ１年間で行い、発生する放射性気体廃棄物が年間

を通じて放出されるものとして評価する。 

各段階において解体撤去する範囲は、以下のとおりとする。 

ただし、原子炉周辺設備のうち、キャビティ壁等原子炉格納

容器内のコンクリート並びに原子炉補助建屋及び原子炉格納

容器内の埋設ドレン配管については第３段階で解体するもの

とする。  

第２段階 原子炉周辺設備  

第３段階 原子炉周辺設備及び原子炉領域  

また、解体対象施設の推定放射能については、「添付書類五 

核燃料物質による汚染の分布とその評価方法に関する説明書」

で評価した推定放射能（２０２２年４月１日現在）を基に、第

２段階は推定放射能と同様に２０２２年４月１日、第３段階は

２０３６年４月１日までの減衰を考慮し設定する。  

上記の条件により、第２段階以降に１号炉及び２号炉から放

出される放射性気体廃棄物の量を計算する式を次に示す。  

QAi=ARi·FA·��1－r
1
�·�1－D

F1
�·�1－D

F2
�+r1·�1－D

F2
�� 

 ······················· (3-10) 

QAi ：核種 i の大気への放出量  (Bq) 

・第２段階以降の廃止措置計画

の具体化に伴う変更  
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注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

 

3
-
4
 

変更前 変更後  備考  

 

 

 

 

 

－ 

ARi ：解体対象施設の核種 i の推定放射能  (Bq) 

FA ：放射性物質の気中移行割合  (－) 

FA＝fS×fL 

fS ：飛散率  (－) 

fL ：切断等による欠損割合  (－) 

r1 ：汚染拡大防止囲いからの漏えい率  (－) 

DF1 ：汚染拡大防止囲い局所フィルタの捕集効率

 (－) 

DF2 ：建屋排気フィルタの捕集効率  (－) 

解体撤去に伴い発生する放射性気体廃棄物の大気への放出

量評価に使用するパラメータのうち、解体対象施設の推定放射

能を第 13 表、放射性物質の気中移行割合を第 14 表、汚染拡大

防止囲いからの漏えい率並びに局所フィルタ及び建屋排気フ

ィルタの捕集効率を第 15 表に示す。  

・第２段階以降の廃止措置計画

の具体化に伴う変更  

 

 

 

 

 

－ 

 

 

 

 

(2) 放射性気体廃棄物による実効線量  

a. 実効線量評価の概要  

放射性気体廃棄物による実効線量の計算は、各段階における

全被ばく経路のうち、実効線量の寄与が 70%以上を占める被ば

く経路について評価する。 

各段階において評価する被ばく経路については以下のとお

り。 

 

 

・第２段階以降の廃止措置計画

の具体化に伴う変更 
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変更前 変更後  備考  

 

 

 

 

 

 

 

－ 

 

段階 評価する被ばく経路 

第２段階 
地表沈着物からの外部被ばく 

呼吸摂取による内部被ばく 

第３段階 
呼吸摂取による内部被ばく 

農作物摂取による内部被ばく 

地表沈着物からの外部被ばく並びに呼吸摂取及び農作物摂

取による内部被ばくについては、２号炉を中心として 16 方位

に分割したうちの陸側 10 方位の敷地境界外について年平均地

上空気中濃度が最大となる地点の地上空気中濃度を用いて評

価する。ただし、農作物摂取のうち、米摂取による内部被ばく

については、現存する水田及び休耕田の中から年平均地上空気

中濃度が最大となる地点の地上空気中濃度を用いて評価する。 

評価に使用する気象データは、第１段階と同様に美浜発電所

の敷地における１年間の気象観測値（２０１１年４月から２０

１２年３月まで）を使用し、地上放出の条件で相対濃度（χ／

Q）を求め、着目方位とその隣接方位の寄与を考慮し、最大と

なる値を評価に用いる。  

・第２段階以降の廃止措置計画

の具体化に伴う変更  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－ 

 

 

b. 実効線量評価方法  

１号炉及び２号炉から発生する放射性気体廃棄物による実

効線量は、放射性気体廃棄物が年間を通じて連続的に放出され

るものとして評価する。  

実効線量の評価に用いる核種は、a. 「実効線量評価の概要」

・第２段階以降の廃止措置計画

の具体化に伴う変更 
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注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

 

3
-
6
 

変更前 変更後  備考  

 

 

－ 

 

に示す各評価経路における線量寄与の割合の合計が 90％以上

となる核種を選定する。 

実効線量の評価に用いる核種の年間放出量を第 16表に示す。

この年間放出量から、第２段階及び第３段階における放射性気

体廃棄物の放出管理目標値（１号炉及び２号炉合算）を第 17 表

のとおり設定し、これを超えないように努める。 

・第２段階以降の廃止措置計画

の具体化に伴う変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 地表沈着物からの γ 線による外部被ばく  

地表沈着物からのγ線による外部被ばくの評価に用いるχ

／Q は、陸側 10 方位の敷地境界外について年平均地上空気中

濃度が最大となる地点の値を用いる。  

(a-1) 核種の地表沈着量  

地表沈着量は以下の式で評価する。  

AGi=
VGi·�χ/Q�D·Qi

λGi
�1－exp�－λGi·tG	
 ····················(3-11) 

AGi ：核種 i の地表沈着量  (Bq／m2) 

VGi ：核種 i の乾燥沈着速度  (m／s) 

(χ /Q)D ：地表沈着に関する相対濃度  (s／m3) 

Qi ：解体撤去に伴う核種 i の大気への放出率  

   (Bq／s) 

Qi=
QAi

3,600×24×365
 

QAi ：解体撤去に伴う核種 i の大気への放出量

 (Bq) 

・第２段階以降の廃止措置計画

の具体化に伴う変更  
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－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

λGi ：土壌からの核種 i の実効除去率 (1／s) 

λGi＝  λi+λSi 

λ i ：核種 i の崩壊定数 (s－1) 

λSi ：土壌からの核種 i の系外除去率 (s－1) 

tG ：放射性物質の沈着を考慮する期間 (s) 

(3-11)式の計算に用いたパラメータは次のとおりである。  

VGi ：第 18 表に示すとおりである。  

(χ /Q)D ：第 19 表に示すとおりである。  

QAi ：第 16 表に示すとおりである。  

λ i ：第 20 表に示すとおりである。  

λSi ：第 18 表に示すとおりである。  

tG ：第 18 表に示すとおりである。  

(a-2) 地表沈着核種からの γ 線による実効線量  

地表沈着核種からのγ線による実効線量は以下の式で評

価する。  

Ha= � Hai

i

····································································(3-12) 

Hai＝KAi·AGi··································································(3-13) 

Ha ：地表沈着核種からの γ 線による実効線量

 (μSv／y) 

Hai ：地表沈着核種 i からの γ 線による実効線

量 (μSv／y) 

 

・第２段階以降の廃止措置計画

の具体化に伴う変更  
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3
-
8
 

変更前 変更後  備考  

 

－ 

KAi ：地表沈着核種 i か ら の 実 効 線 量 換 算

係数 ((μSv／y)／(Bq／m2)) 

AGi ：核種 i の地表沈着量 (Bq／m2) 

(3-13)式の計算に用いたパラメータは次のとおりである。  

KAi ：第 23 表に示すとおりである。  

・第２段階以降の廃止措置計画

の具体化に伴う変更  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 呼吸摂取による内部被ばく  

呼吸摂取による内部被ばくの評価に用いるχ／Q は、陸側

10 方位の敷地境界外について年平均地上空気中濃度が最大と

なる地点の値を用いる。 

呼吸摂取による内部被ばくの評価は以下の式で評価する。  

Hb= � Hbi

i

········································································(3-14) 

Hbi= Br·KRi·�χ/Q�B·Qi·365···············································(3-15) 

Hb ：呼吸摂取による実効線量 (μSv／y) 

Hbi ：核種 i に関する呼吸摂取による実効線量

 (μSv／y) 

Br ：成人の呼吸率 (m3／d) 

KRi ：呼吸摂取による核種 i の実効線量換算係数

 (μSv／Bq) 

(χ /Q)B ：呼吸摂取に関する相対濃度 (s／m3) 

Qi ：解体撤去に伴う核種 i の大気への放出率  

   (Bq／s) 

・第２段階以降の廃止措置計画

の具体化に伴う変更 
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－ 

Qi=
QAi

3,600×24×365
 

QAi ：解体撤去に伴う核種 i の大気への放出量 (Bq) 

(3-15)式の計算に用いたパラメータは次のとおりである。  

Br ：第 18 表に示すとおりである。  

KRi ：第 24 表に示すとおりである。  

(χ /Q)B  ：第 19 表に示すとおりである。 

QAi ：第 16 表に示すとおりである。  

・第２段階以降の廃止措置計画

の具体化に伴う変更 

 

 

 

 

 

 

 

－ 

 

 

 

 

 

 

 

(c) 農作物摂取による内部被ばく  

農作物摂取による内部被ばくの評価に用いる放射性核種の

地表沈着量は(a)(a-1)「核種の地表沈着量」を用いる。ただし、

米摂取の内部被ばくの評価に用いるχ／Q は、現存する水田及

び休耕田の中から年平均地上空気中濃度が最大となる地点の

値を用いる。 

(c-1) 農作物中の放射性物質濃度（H-3、C-14 以外）  

農作物中の放射性物質濃度（H-3、C-14 以外）の評価は以

下の式で評価する。 

CVi=C1Vi+C2Vi································································(3-16) 

C1Vi=
RLVi·FEVi

λEVi·YV

·VGi·�χ /Q�
F
·Qi· �1－exp�−λEVi·tV	
 ··(3-17) 

C2Vi=
CFVi

SV
·AGi································································(3-18) 

 

・第２段階以降の廃止措置計画

の具体化に伴う変更  
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－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

CVi ：農作物 V 中の核種 i の放射性物質濃度  

   (Bq／kg) 

C1Vi ：葉面沈着による農作物 V 中の核種 i の放

射性物質濃度  (Bq／kg) 

C2Vi ：経根吸収による農作物 V 中の核種 i の放

射性物質濃度  (Bq／kg) 

RLVi ：農作物 V に関する核種 i の葉面付着割合

（乾燥沈着）  (－) 

FEVi ：農作物 V に関する核種 i の葉面から可食

部への移行係数  (－) 

λEVi ：農作物 V からの核種 i の実効除去率  (s－1) 

λEVi=λi+λWVi 

λ i ：核種 i の崩壊定数  (s－1) 

λWVi ：農作物 V に関する核種 i のウェザリング

除去率  (s－1) 

YV ：農作物 V の栽培密度  (kg／m2) 

VGi ：核種 i の乾燥沈着速度  (m／s) 

(χ /Q)F ：農作物摂取に関する相対濃度  (s／m3) 

Qi ：解体撤去に伴う核種 i の大気への放出率

 (Bq／s) 

 

 

・第２段階以降の廃止措置計画

の具体化に伴う変更  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



美浜発電所１号発電用原子炉施設廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

 

3
-
1
1
 

変更前 変更後  備考  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Qi=
QAi

3,600×24×365
 

QAi ：解体撤去に伴う核種 i の大気への放出量

 (Bq) 

tV ：農作物 V への核種 i の沈着を考慮する期

間  (s) 

CFVi ：土壌から農作物 V への核種 i の移行割合

 ((Bq／kg)／(Bq／kg-soil)) 

SV ：農作物 V に関する実効地表面密度  

   (kg／m2) 

AGi ：核種 i の地表沈着量  (Bq／m2) 

(3-17)式及び(3-18)式の計算に用いたパラメータは次のとお

りである。  

RLVi ：第 18 表に示すとおりである。  

FEVi ：第 18 表に示すとおりである。  

λ i ：第 20 表に示すとおりである。  

λWVi ：第 18 表に示すとおりである。  

YV ：第 18 表に示すとおりである。  

VGi ：第 18 表に示すとおりである。  

(χ /Q)F ：第 19 表に示すとおりである。  

QAi ：第 16 表に示すとおりである。  

tV ：第 18 表に示すとおりである。  

CFVi ：第 22 表に示すとおりである。  

・第２段階以降の廃止措置計画

の具体化に伴う変更  
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－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

SV ：第 18 表に示すとおりである。  

(c-2) 農作物中の放射性物質濃度（H-3、C-14）  

農作物中の放射性物質濃度（H-3、C-14）の評価は以下

の式で評価する。 

・H-3 

CHV=FHV·
�χ /Q�

F
·Q

H

HA
···················································(3-19) 

CHV ：農作物 V 中の H-3 濃度 (Bq／kg) 

FHV ：農作物 V 中の水素重量割合 (kg-H／kg) 

(χ /Q)F ：農作物摂取に関する相対濃度 (s／m3) 

QH ：解体撤去に伴う H-3 の大気への放出率  

   (Bq／s) 

QH=
QAH

3,600×24×365
 

QAH ：解体撤去に伴う H-3 の大気への放出量

 (Bq) 

HA ：空気中の水素重量割合 (kg-H／m3) 

 

・C-14 

CCV=FCV·
�χ /Q�

F
·Q

C

CA
····················································(3-20) 

CCV ：農作物 V 中の C-14 濃度 (Bq／kg) 

FCV ：農作物 V 中の炭素重量割合 (kg-C／kg) 

・第２段階以降の廃止措置計画

の具体化に伴う変更  
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－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(χ /Q)F ：農作物摂取に関する相対濃度 (s／m3) 

QC ：解体撤去に伴う C-14 の大気への放出率

 (Bq／s) 

QC=
QAC

3,600×24×365
 

QAC ：解体撤去に伴う C-14 の大気への放出量

 (Bq) 

CA ：空気中の炭素重量割合 (kg-C／m3) 

(3-19)式及び (3-20)式の計算に用いたパラメータは次のと

おりである。  

FHV ：第 18 表に示すとおりである。  

QAH ：第 16 表に示すとおりである。  

HA ：第 18 表に示すとおりである。  

FCV ：第 18 表に示すとおりである。  

(χ /Q)F ：第 19 表に示すとおりである。  

QAC ：第 16 表に示すとおりである。  

CA ：第 18 表に示すとおりである。  

(c-3) 農作物摂取による実効線量  

農作物摂取による実効線量の評価は以下の式で評価する。 

Hf= � � HfVi

V

·······························································(3-21)
i

 

HfVi=KFi·HVi··································································(3-22) 

HVi=365×10－3· WV· CVi· FKV········································(3-23) 

・第２段階以降の廃止措置計画

の具体化に伴う変更  
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変更前 変更後  備考  

 

 

 

 

 

 

－  

 

Hf ：農作物摂取による実効線量 (μSv／y) 

HfVi ：核種 i に関する農作物 V 摂取による実効線

量 (μSv／y) 

KFi ：経口摂取による核種 i の実効線量換算係数

 (μSv／Bq) 

HVi ：農作物 V の摂取による核種 i の摂取量  

   (Bq／y) 

WV ：人体の農作物 V の摂取量 (g／d) 

CVi ：農作物 V 中の核種 i の放射性物質濃度  

(Bq／kg) 

FKV ：農作物 V の市場希釈係数 (－) 

(3-22)式及び(3-23)式の計算に用いたパラメータは次のと

おりである。  

KFi ：第 25 表に示すとおりである。  

WV ：第 18 表に示すとおりである。  

FKV ：第 18 表に示すとおりである。  

・第２段階以降の廃止措置計画

の具体化に伴う変更 

 

 

 

 

－ 

 

 

 

(3) 実効線量評価結果  

１号炉及び２号炉から放出される放射性気体廃棄物による地

表沈着物からの外部被ばく並びに呼吸摂取及び農作物摂取によ

る内部被ばくとして周辺公衆の受ける実効線量を評価した結果

を第 26 表に示す。評価地点は第 3 図に示す。 

これに３号炉から放出される放射性気体廃棄物（希ガス）によ

る外部被ばく約 1.3μSv／y を合算した周辺公衆の受ける各段階

・第２段階以降の廃止措置計画

の具体化に伴う変更  
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変更前 変更後  備考  

 

－ 

の放射性気体廃棄物による実効線量は次のとおりである。 

第２段階 約 2.1μSv／y 

第３段階 約 1.8μSv／y 

・第２段階以降の廃止措置計画

の具体化に伴う変更  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.2.2 放射性液体廃棄物による実効線量  

(1) 評価方法  

第２段階以降に発生する放射性液体廃棄物は、管理区域内設備

の解体撤去等に伴い発生するキャビティドレン、機器ドレン、格

納容器床ドレン、補助建屋床ドレン、薬品ドレン及び洗浄排水で

ある。 

したがって、第２段階以降の１号炉及び２号炉からの放射性液

体廃棄物の放出量は、解体対象施設の推定放射能に、解体撤去に

伴う放射性物質の水中浮遊物発生割合を乗じ、放射性液体廃棄物

処理時の除染係数を考慮して求める。また、運転中に発生したト

リチウムについて、施設内のタンク水等に多く残存しており、第

２段階及び第３段階の各段階において発生した放射性液体廃棄

物の放出量に加える。 

なお、第４段階で解体撤去する建屋等の放射能濃度は極めて低

いことから、第４段階の放射性液体廃棄物の放出量は無視でき

る。 

解体撤去等に伴い発生する放射性液体廃棄物の海洋への移行

フローを第 4 図に示す。 

放出期間としては、第２段階及び第３段階の各段階における解

体撤去をそれぞれ１年間で行い、発生する放射性液体廃棄物が年

・第２段階以降の廃止措置計画

の具体化に伴う変更  
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変更前 変更後  備考  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

間を通じて放出されるものとして評価する。 

各段階において解体撤去する範囲は、以下のとおりとする。 

第２段階 原子炉周辺設備 

第３段階 原子炉周辺設備及び原子炉領域 

解体対象施設の推定放射能については、「添付書類五 核燃料

物質による汚染の分布とその評価方法に関する説明書」で評価し

た推定放射能（２０２２年４月１日）を基に、第２段階は推定放

射能と同様に２０２２年４月１日、第３段階は２０３６年４月１

日までの減衰を考慮して設定する。 

上記の条件により、第２段階及び第３段階の解体撤去等に伴い

１号炉及び２号炉から海水へ放出される放射性液体廃棄物の量

を計算する式を次に示す。 

なお、トリチウムの放出量については、計算で求めた解体撤去

に伴うトリチウム放出量に、施設内のタンク水等に残存している

トリチウム量を加えた量とする。  

QLi=ARi ∙ FL ∙ 1

DF
 ··································································(3-24) 

QLi ：解体撤去に伴う核種 i の海水への放出量  (Bq) 

ARi ：解体対象施設の核種 i の推定放射能  (Bq) 

FL ：放射性物質の水中浮遊物発生割合  (－) 

FL＝fS×fL 

fS ：液中移行率  (－) 

fL ：欠損割合  (－) 

・第２段階以降の廃止措置計画

の具体化に伴う変更  
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変更前 変更後  備考  

 

 

－ 

DF ：放射性液体廃棄物処理時の除染係数  (－) 

(3-24)式の計算に用いたパラメータは次のとおりである。  

ARi ：第 13 表に示すとおりである。  

fS ：第 27 表に示すとおりである。  

fL ：第 27 表に示すとおりである。  

DF ：第 28 表に示すとおりである。  

・第２段階以降の廃止措置計画

の具体化に伴う変更  

 

 

 

 

 

 

 

 

－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 放射性液体廃棄物による実効線量  

a. 実効線量評価の概要 

実効線量の計算は、各段階における全被ばく経路のうち、実

効線量の寄与が 70%以上を占める被ばく経路について評価す

る。 

各段階において評価する被ばく経路については以下のとお

り。 

 

 

 

 

 

実効線量の評価に用いる核種は、各段階の評価する被ばく経

路ごとに線量寄与の割合の合計が 90％以上となる核種を選定

する。  

実効線量の評価に用いる核種の年間放出量を第 29 表に示

す。この年間放出量から、第２段階及び第３段階における放射

段階 評価する被ばく経路 

第２段階 海産物摂取による内部被ばく 

第３段階 
海浜砂からの外部被ばく 

海産物摂取による内部被ばく 

・第２段階以降の廃止措置計画

の具体化に伴う変更  
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変更前 変更後  備考  

 

 

－ 

性液体廃棄物の放出管理目標値（１号炉及び２号炉合算）を第

30 表のとおり設定し、これを超えないように努める。 

実効線量を計算する海水中の放射性物質の濃度は、１号炉及

び２号炉からの年間放出量を年間約 1.54×107 m3 で除した濃

度とし、前面海域での拡散による希釈効果は考慮しない。海水

中の放射性物質の濃度を第 31 表に示す。 

・第２段階以降の廃止措置計画

の具体化に伴う変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

b. 実効線量評価方法  

(a) 実効線量の計算式  

(a-1) 海浜砂からのγ線による外部被ばく 

海浜砂からのγ線による外部被ばくの評価は以下の式で

評価する。  

H1= � K1i

i

·S1i·t1···························································(3-25) 

S1i= F1i· C1· C
wi
·······························································(3-26) 

H1 ：海浜砂からのγ線による実効線量 

   (μSv／y) 

K1i ：核種 i に関する海浜砂からのγ線による

実効線量換算係数  ((μSv／h)／(Bq／g)) 

S1i ：核種 i に関する海浜砂の汚染密度  (Bq／g) 

t1 ：被ばく時間  (h／y) 

F1i ：核種 i の海水中から海浜砂への移行係数

 (cm3／g) 

 

・第２段階以降の廃止措置計画

の具体化に伴う変更  
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変更前 変更後  備考  

 

 

 

 

－ 

 

C1 ：海浜砂からの被ばくを考慮する地点の海

水希釈係数  (－) 

Cwi ：海水中の核種 i の濃度 (Bq／cm3) 

(3-25)式及び (3-26)式の計算に用いたパラメータは次のと

おりである。  

K1i ：第 32 表に示すとおりである。  

t1 ：第 33 表に示すとおりである。  

F1i ：第 33 表に示すとおりである。  

C1 ：第 33 表に示すとおりである。  

Cwi ：第 31 表に示すとおりである。  

・第２段階以降の廃止措置計画

の具体化に伴う変更  

 

 

 

 

 

 

 

－ 

 

 

 

 

 

 

(a-2) 海産物摂取による内部被ばく  

海産物摂取による内部被ばくの評価は以下の式で評価す

る。  

Hw=365⋅ � Kwi⋅Awi

i

·····················································(3-27) 

Awi=Cwi⋅ � {(CF)ik ⋅Wk⋅fmk⋅fki}
k

 

Hw ：海産物を摂取した場合の実効線量当量  

   (μSv／y) 

365 ：年間日数への換算係数 (d／y) 

Kwi ：核種 i の実効線量当量への換算係数  

  (μSv／Bq) 

Awi ：核種 i の海産物摂取による摂取率 (Bq／d) 

・第２段階以降の廃止措置計画

の具体化に伴う変更  
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変更前 変更後  備考  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Cwi ：海水中の核種 i の濃度 (Bq／cm3) 

(CF)ik ：核種 i の海産物 k に対する濃縮係数  

� Bq／g

Bq／cm3
� 

Wk ：海産物 k の摂取率 (g／d) 

fmk ：海産物 k の市場希釈係数 (－) 

fki ：海産物 k の採取から摂取までの核種 i の減

衰比 (－) 

（魚類、無せきつい動物に対して）  

fki=exp �－ 0.693

Tri
·tk� 

（海藻類に対して）  

fki=
3

12
+

Tri

0.693×365
�1－exp �－ 0.693

Tri
×365×

9

12
�� 

Tri ：核種 i の物理的半減期  (d) 

tk ：海産物 k（海藻類を除く）の採取から摂

取までの時間  (d) 

(3-27)式の計算に用いたパラメータは次のとおりである。  

Kwi ：第 35 表に示すとおりである。  

Cwi ：第 31 表に示すとおりである。  

(CF)ik ：第 36 表に示すとおりである。  

Wk ：第 33 表に示すとおりである。  

fmk ：第 33 表に示すとおりである。  

・第２段階以降の廃止措置計画

の具体化に伴う変更  
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変更前 変更後  備考  

－ tk ：第 33 表に示すとおりである。  

Tri ：ICRP Publication 72 による。  

・第２段階以降の廃止措置計画

の具体化に伴う変更  

 

 

 

 

－ 

(3) 実効線量評価結果  

１号炉及び２号炉から放出される放射性液体廃棄物による海

浜砂からの外部被ばく及び海産物摂取による内部被ばくとして

周辺公衆の受ける実効線量を評価した結果を第 37 表に示す。実

効線量は、第２段階で年間約 2.4μSv、第３段階で年間約 3.2μ

Sv となる。また、３号炉から放出される放射性液体廃棄物による

実効線量は、「原子炉設置許可申請書 添付書類九」に示すとお

り年間約 2.1μSv である。  

したがって、美浜発電所の周辺公衆の受ける実効線量の合計に

当たっては、第２段階、第３段階は１号炉及び２号炉の計算結果

である年間約 2.4μSv、約 3.2μSv を用い、第４段階は３号炉の

計算結果である年間約 2.1μSv を用いる。  

・第２段階以降の廃止措置計画

の具体化に伴う変更  

 

 

 

－ 

 

 

 

2.2.3 ３号炉から放出される放射性気体廃棄物中及び放射性液体廃棄

物中のよう素による実効線量  

３号炉から放出される放射性気体廃棄物中及び放射性液体廃棄

物中のよう素による実効線量は、2.1.3「３号炉から放出される放射

性気体廃棄物中及び放射性液体廃棄物中のよう素による実効線量」

と同じであり、第 11 表のとおりである。  

実効線量が最大となるのは、海藻類を摂取しない場合の幼児であ

り、その実効線量は年間約 4.5×10－1μSv である。  

・第２段階以降の廃止措置計画

の具体化に伴う変更 
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変更前 変更後  備考  

 

 

 

－ 

2.2.4 第２段階以降の平常時における放出放射性物質に起因する周辺

公衆の受ける実効線量  

１号炉及び２号炉から放出される放射性気体廃棄物及び放射性

液体廃棄物による実効線量の合計は、第 38 表に示すとおり第２段

階で年間約 3.2μSv、第３段階で年間約 3.7μSv となる。  

また、１号炉、２号炉及び３号炉から放出される放射性気体廃棄

物及び放射性液体廃棄物による実効線量の合計が最大となるのは、

第３段階の年間約 5.4μSv となり、線量目標値指針に示される線量

目標値年間 50μSv を十分下回る。  

・第２段階以降の廃止措置計画

の具体化に伴う変更  

－ 

2.2.5 管理区域内において保管する放射性固体廃棄物に起因する直接

線及びスカイシャイン線による線量  

解体撤去に伴い発生する解体撤去物を保管する保管エリアから

の直接線及びスカイシャイン線による周辺公衆の線量を第 39 表に

示す。保管エリアからの直接線及びスカイシャイン線による周辺公

衆の線量は年間で最大約 0.86μGy である。  

・第２段階以降の廃止措置計画

の具体化に伴う変更  

 

 

3. 放射線業務従事者の線量評価  

3.2 第２段階以降における放射線業務従事者の線量評価  

第２段階以降における放射線業務従事者の被ばく線量は、残存放

射能調査、解体方法等についての検討結果に基づき、原子炉周辺設

備の解体撤去に着手するまでに評価し、廃止措置計画に反映し変更

認可を受ける。 

 

3. 放射線業務従事者の線量評価  

3.2 第２段階以降における放射線業務従事者の線量評価  

第２段階以降における放射線業務従事者の被ばく線量は、原子炉

周辺設備の解体撤去、原子炉領域の解体撤去及び核燃料物質の搬出

について評価する。 

その結果、第２段階以降の廃止措置工事における放射線業務従事

者の被ばく線量は、１号炉及び２号炉の合計で約 15.9 人・Sv と推

定している。  

 

 

・第２段階以降の廃止措置計画

の具体化に伴う変更  
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変更前 変更後  備考  

 

第 12 表 平常時における放出放射性物質に起因する  

周辺公衆の受ける線量評価結果  

 

 

第 12 表 第１段階の平常時における放出放射性物質に起因する  

周辺公衆の受ける線量評価結果  

 

 

・記載の適正化（第１段階の評価

であることの明記）  



美浜発電所１号発電用原子炉施設廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

 

3
-
2
4
 

変更前 変更後  備考  

－ 

 

第 13 表 解体対象施設の推定放射能（1/2）（第２段階）  

 

 

・第２段階以降の廃止措置計画

の具体化に伴う変更  
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変更前 変更後  備考  

－ 

 

第 13 表 解体対象施設の推定放射能（2/2）（第３段階）  

 

 

・第２段階以降の廃止措置計画

の具体化に伴う変更 
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変更前 変更後  備考  

－ 

 

第 14 表 放射性物質の気中移行割合 

 

 

・第２段階以降の廃止措置計画

の具体化に伴う変更  
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変更前 変更後  備考  

－ 

 

第 15 表 汚染拡大防止囲いからの漏えい率並びに局所フィルタ及び  

建屋排気フィルタの捕集効率  

 

 

 

・第２段階以降の廃止措置計画

の具体化に伴う変更  
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変更前 変更後  備考  

－ 

 

第 16 表 第２段階以降における放射性気体廃棄物の年間放出量 

 

 

・第２段階以降の廃止措置計画

の具体化に伴う変更  
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変更前 変更後  備考  

－ 

 

第 17 表 第２段階以降における放射性気体廃棄物の放出管理目標値 

（１号炉及び２号炉合算） 

 

 

・第２段階以降の廃止措置計画

の具体化に伴う変更  
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変更前 変更後  備考  

－ 

 

第 18 表 放射性気体廃棄物の実効線量の評価に使用するパラメータ  

（1/3）  

 

 

・第２段階以降の廃止措置計画

の具体化に伴う変更  
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変更前 変更後  備考  

－ 

 

第 18 表 放射性気体廃棄物の実効線量の評価に使用するパラメータ  

（2/3）  

 

 

・第２段階以降の廃止措置計画

の具体化に伴う変更  
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注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

 

3
-
3
2
 

変更前 変更後  備考  

－ 

 

第 18 表 放射性気体廃棄物の実効線量の評価に使用するパラメータ  

（3/3）  

 

 

・第２段階以降の廃止措置計画

の具体化に伴う変更  
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注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

 

3
-
3
3
 

変更前 変更後  備考  

－ 

 

第 19 表 実効線量の評価に使用する相対濃度(χ／Q) 

 

 

・第２段階以降の廃止措置計画

の具体化に伴う変更  
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注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

 

3
-
3
4
 

変更前 変更後  備考  

－ 

 

第 20 表 対象核種の崩壊定数  

 

 

・第２段階以降の廃止措置計画

の具体化に伴う変更  

 



美浜発電所１号発電用原子炉施設廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

 

3
-
3
5
 

変更前 変更後  備考  

－ 

 

第 21 表 農作物に関する核種の葉面から可食部への移行係数  

 

 

・第２段階以降の廃止措置計画

の具体化に伴う変更  
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注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

 

3
-
3
6
 

変更前 変更後  備考  

－ 

 

第 22 表 土壌から農作物への核種の移行割合  

 

 

・第２段階以降の廃止措置計画

の具体化に伴う変更  
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注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

 

3
-
3
7
 

変更前 変更後  備考  

－ 

 

第 23 表 地表沈着核種からの実効線量換算係数  

 

 

・第２段階以降の廃止措置計画

の具体化に伴う変更 
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注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

 

3
-
3
8
 

変更前 変更後  備考  

－ 

 

第 24 表 呼吸摂取による核種の実効線量換算係数  

 

 

・第２段階以降の廃止措置計画

の具体化に伴う変更  

 



美浜発電所１号発電用原子炉施設廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

 

3
-
3
9
 

変更前 変更後  備考  

－ 

 

第 25 表 経口摂取による核種の実効線量換算係数 

 

 

・第２段階以降の廃止措置計画

の具体化に伴う変更 
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注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

 

3
-
4
0
 

変更前 変更後  備考  

－ 

 

第 26 表 １号炉及び２号炉から放出される放射性気体廃棄物 

による実効線量  

 

 

・第２段階以降の廃止措置計画

の具体化に伴う変更  

 



美浜発電所１号発電用原子炉施設廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

 

3
-
4
1
 

変更前 変更後  備考  

－ 

 

第 27 表 放射性物質の水中浮遊物発生割合  

 

 

・第２段階以降の廃止措置計画

の具体化に伴う変更  
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注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

 

3
-
4
2
 

変更前 変更後  備考  

－ 

 

第 28 表 放射性液体廃棄物処理時の除染係数 

 

 

・第２段階以降の廃止措置計画

の具体化に伴う変更  
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注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

 

3
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3
 

変更前 変更後  備考  

－ 

 

第 29 表 第２段階以降における放射性液体廃棄物の年間放出量  

 

 

・第２段階以降の廃止措置計画

の具体化に伴う変更  
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注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

 

3
-
4
4
 

変更前 変更後  備考  

－ 

 

第 30 表 第２段階における放射性液体廃棄物の放出管理目標値  

（１号炉及び２号炉合算）  

 

 

 

・第２段階以降の廃止措置計画

の具体化に伴う変更  
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注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

 

3
-
4
5
 

変更前 変更後  備考  

－ 

 

第 31 表 第２段階以降の放水口における海水中の放射性物質の濃度  

（１号炉及び２号炉合算） 

 

 

 

・第２段階以降の廃止措置計画

の具体化に伴う変更  
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注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

 

3
-
4
6
 

変更前 変更後  備考  

－ 

 

第 32 表 放射性液体廃棄物に関する海浜砂からの γ 線による  

実効線量換算係数  

 

 

・第２段階以降の廃止措置計画

の具体化に伴う変更 
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注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

 

3
-
4
7
 

変更前 変更後  備考  

－ 

 

第 33 表 放射性液体廃棄物の実効線量の評価に使用するパラメータ  

 

 

・第２段階以降の廃止措置計画

の具体化に伴う変更  
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注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

 

3
-
4
8
 

変更前 変更後  備考  

－ 

 

第 34 表 放射性液体廃棄物の海水中から海浜砂への移行係数  

 

 

・第２段階以降の廃止措置計画

の具体化に伴う変更  
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注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

 

3
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変更前 変更後  備考  

－ 

 

第 35 表 経口摂取による実効線量換算係数  

 

 

・第２段階以降の廃止措置計画

の具体化に伴う変更  
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注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

 

3
-
5
0
 

変更前 変更後  備考  

－ 

 

第 36 表 海産物に対する濃縮係数  

 

 

・第２段階以降の廃止措置計画

の具体化に伴う変更  
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注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

 

3
-
5
1
 

変更前 変更後  備考  

－ 

 

第 37 表 １号炉及び２号炉から放出される放射性液体廃棄物  

による実効線量  

 

 

 

・第２段階以降の廃止措置計画

の具体化に伴う変更  
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注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

 

3
-
5
2
 

変更前 変更後  備考  

－ 

 

 

・第２段階以降の廃止措置計画

の具体化に伴う変更  
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注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

 

3
-
5
3
 

変更前 変更後  備考  

－ 

 

第 39 表 保管エリアでの解体撤去物保管時における  

直接線・スカイシャイン線による線量の評価結果  

 

 

 

・第２段階以降の廃止措置計画

の具体化に伴う変更 
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注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

 

3
-
5
4
 

変更前 変更後  備考  

 

第 1 図 線量評価地点 

 

第 1 図 線量評価地点（希ガス及びよう素） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・第２段階以降の廃止措置計画

の具体化に伴う変更  
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注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

 

3
-
5
5
 

変更前 変更後  備考  

－ 

 

 

第 2 図 解体撤去に伴い発生する放射性気体廃棄物の 

大気への移行フロー（イメージ） 

 

 

・第２段階以降の廃止措置計画

の具体化に伴う変更 
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注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 
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変更前 変更後  備考  

－ 

 

 

第 3 図 放射性気体廃棄物による線量評価地点（粒子状物質） 

 

 

・第２段階以降の廃止措置計画

の具体化に伴う変更  
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注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

 

3
-
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変更前 変更後  備考  

－ 

 

 

第 4 図 解体撤去に伴い発生する放射性物質の海洋への 

移行フロー 

 

 

・第２段階以降の廃止措置計画

の具体化に伴う変更 

 



 

添付書類四 廃止措置中の過失、機械又は装置の故障、地震、火災等があっ

た場合に発生することが想定される事故の種類、程度、影響等

に関する説明書  

 

記述の一部を、美浜発電所１号発電用原子炉施設廃止措置計画変更認

可申請書変更前後比較表の変更後欄のとおり変更する。  



美浜発電所１号発電用原子炉施設廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

 

注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

 

4
-
1
 

変更前  変更後  備考  

添付書類四 廃止措置中の過失、機械又は装置の故障、地震、火災等

があった場合に発生することが想定される事故の種類、

程度、影響等に関する説明書  

1. 事故時における周辺公衆の受ける線量評価  

解体対象施設の状況に応じて想定される事故から代表事故を選定

し、環境へ放出された放射性物質により周辺公衆の受ける線量を評

価する。評価に当たっては、「発電用軽水型原子炉施設の安全評価

に関する審査指針」及び気象指針を参考にする。事故時における周

辺公衆の受ける線量の評価フローを第 1 図に示す。  

添付書類四 廃止措置中の過失、機械又は装置の故障、地震、火災等

があった場合に発生することが想定される事故の種類、

程度、影響等に関する説明書  

1. 事故時における周辺公衆の受ける線量評価  

解体対象施設の状況に応じて想定される事故から代表事故を選定

し、環境へ放出された放射性物質により周辺公衆の受ける線量を評

価する。評価に当たっては、「発電用軽水型原子炉施設の安全評価

に関する審査指針」、気象指針及び電中研ハンドブックを参考にす

る。事故時における周辺公衆の受ける線量の評価フローを第 1 図に

示す。  

 

 

 

 

 

 

 

・第２段階以降の廃止措置計画

の具体化に伴う変更（参考図書

の追加）  

2. 第１段階の事故時における周辺公衆の受ける線量評価  

2.1 想定する事故  

ここでは、第１段階を対象として想定する事故を選定する。  

第１段階は、１号炉及び２号炉における炉心からの燃料取出しは

既に完了しており、使用済燃料は使用済燃料貯蔵設備に貯蔵してい

る。また、第１段階においては、管理区域内設備の解体工事を行わ

ず、解体対象施設のうち「六 性能維持施設」に示すとおり、安全

確保上必要な機能については継続して維持管理することから、原子

炉運転中の定期検査時（燃料取出し後）と同等の状態が継続する。  

 

（中略）  

 

 

2. 第１段階の事故時における周辺公衆の受ける線量評価  

2.1 想定する事故  

ここでは、第１段階を対象として想定する事故を選定する。  

第１段階は、１号炉における炉心からの燃料取出しは既に完了し

ており、使用済燃料は使用済燃料貯蔵設備に貯蔵している。また、

第１段階においては、管理区域内設備の解体撤去を行わず、解体対

象施設のうち、「六 性能維持施設」に示すとおり、安全確保上必

要な機能については継続して維持管理することから、原子炉運転中

の定期検査時（燃料取出し後）と同等の状態が継続する。  

 

（中略）  

 

 

 

 

 

・１号炉及び２号炉の号炉分割

に伴う変更  

・記載の適正化  

・記載の適正化  
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注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

 

4
-
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変更前  変更後  備考  

2.2 燃料集合体の落下  

(2) 評価対象核種  

燃料集合体の落下における評価対象核種は、「原子炉設置許可

申請書 添付書類十」に示す希ガス及びよう素のうち、希ガスと

する。よう素については、１号炉及び２号炉共に原子炉停止後か

らの減衰期間を考慮すると、使用済燃料ピット水中及び燃料取扱

室内への放出量は無視できる。  

2.2 燃料集合体の落下  

(2) 評価対象核種  

燃料集合体の落下における評価対象核種は、「原子炉設置許可

申請書 添付書類十」に示す希ガス及びよう素のうち、希ガスと

する。よう素については、原子炉停止後からの減衰期間を考慮す

ると、使用済燃料ピット水中及び燃料取扱室内への放出量は無視

できる。  

 

 

 

 

・１号炉及び２号炉の号炉分割

に伴う変更  

 

4. 第２段階以降の事故時における周辺公衆の受ける線量評価  

第２段階以降の事故時における周辺公衆の受ける線量評価は、残

存放射能調査、解体方法等についての検討結果に基づき原子炉周辺

設備の解体撤去に着手するまでに評価し、廃止措置計画に反映し変

更認可を受ける。  

 

4. 第２段階以降の事故時における周辺公衆の受ける線量評価  

4.1 想定する事故  

ここでは、第２段階以降を対象として想定する事故を選定する。 

第２段階以降は管理区域内設備の解体撤去に伴い粒子状物質が発

生することを踏まえたうえで、廃止措置工事に係る過失、機械又は

装置の故障、地震、火災、その他の災害による原子炉施設の事故の

種類、程度、影響等により想定する事故の中から最も放出量の大き

い事故を選定する。解体撤去に伴い発生する粒子状物質は建屋排気

フィルタ及び局所フィルタに捕集されることを考慮すると、フィル

タに付着している粒子状物質全量が大気へ放出される事象が最も放

出量が大きくなることから、建屋排気フィルタの破損を想定する。

局所フィルタによる捕集は考慮しない。  

第１段階で想定した事故のうち、2.2「燃料集合体の落下」につい

ては、使用済燃料を搬出するまでの期間、第１段階に引き続き事故

として想定されるが、原子炉停止後からの減衰期間を考慮すると、

環境へ放出される放射性物質の放出量は、第１段階よりさらに少な

 

・第２段階以降の廃止措置計画

の具体化に伴う変更 
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くなることから、周辺公衆に対して著しい放射線被ばくのリスクを

与えることはない。また、2.3「放射性気体廃棄物処理施設の破損」

については、第１段階で実施した作業に伴い、解体対象施設内に残

存していた希ガスは放出されており、第２段階以降の事故としては

想定しない。  

・第２段階以降の廃止措置計画

の具体化に伴う変更  

 

 

 

 

 

 

 

 

－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.2 建屋排気フィルタの破損  

(1) 事故の想定  

この事故は、建屋排気フィルタが火災、爆発、落下、衝突等に

よって破損し、建屋排気フィルタに付着していた粒子状物質が大

気へ放出されるような事象として考える。  

(2) 放出量評価方法  

建屋排気フィルタの破損により大気へ放出される粒子状物質の

量は、以下の条件により算出する。  

a. 原子炉周辺設備及び原子炉領域の解体撤去に伴い発生する粒

子状物質（ガス状の放射性物質を含む）全量が、建屋排気フィ

ルタに付着しているものとする。  

b. 第２段階及び第３段階の各段階の期間内における建屋排気フ

ィルタの交換は考慮しない。  

c. 事故により、建屋排気フィルタに付着している粒子状物質全量

が大気中に放出されるものとする。  

上記の条件により、建屋排気フィルタに付着している粒子状物

質が大気へ放出される量を計算する式を次に示す。 

QNi=ARi·FA ···········································································(4-2) 

・第２段階以降の廃止措置計画

の具体化に伴う変更  
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－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

QNi ：核種 i の大気への放出量  (Bq) 

ARi ：解体対象施設の核種 i の推定放射能  (Bq) 

FA ：放射性物質の気中移行割合  (－) 

FA＝fS×fL 

fS ：飛散率  (－) 

fL ：切断等による欠損割合  (－) 

(4-2)式の計算に用いたパラメータのうち、解体対象施設の推定

放射能を第 4 表、放射性物質の気中移行割合を第 5 表に示す。 

(3) 線量評価方法  

周辺公衆に対する被ばく経路には、短期的に被ばくする経路（放

射性雲からのγ線による外部被ばく及び呼吸摂取による内部被ば

く）及び放射性物質の放出後に長期的に被ばくする経路（地表沈

着物からの外部被ばく及び農作物摂取等による内部被ばく）があ

る。事故時においては、付近への立入制限、土地表面の除染、農

作物の摂取制限等の措置が行われることから、短期的に被ばくす

る経路について評価するものとする。  

したがって、周辺公衆の受ける線量は、建屋排気フィルタが地

表面に落下し、地表面から大気中に放出された粒子状物質が、放

射性雲となって風下に流れ、この放射性雲からのγ線による外部

被ばく及び呼吸摂取による内部被ばくを対象に評価する。  

線量評価に用いる核種は、「添付書類五 核燃料物質による汚

染の分布とその評価方法に関する説明書」で評価した核種のうち、

各評価経路における線量寄与の割合が 1％以上となる核種を対象

・第２段階以降の廃止措置計画

の具体化に伴う変更  
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－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

とする。  

a. 放射性雲からのγ線による外部被ばく 

放射性雲からのγ線による全身に対する線量は次式を用いて

計算する。 

Hγ＝ � Hγ i ·······································································(4-3)
i

 

Hγi=K1·103·�D/Q�·Ei·QNi ···················································(4-4) 

Hγ  ：放射性雲からの γ 線による実効線量  (mSv) 

Hγ i ：核種 i に関する放射性雲からの γ 線による実効

線量  (mSv) 

K1 ：空気カーマから実効線量への換算係数  (Sv／Gy) 

D/Q ：γ 線エネルギー1MeV における相対線量  

(Gy／Bq／MeV) 

Ei ：核種 i のγ線実効エネルギー  (MeV) 

QNi ：事故による核種 i の大気中への放出放射能量

 (Bq) 

b. 呼吸摂取による内部被ばく 

呼吸摂取による全身に対する線量は次式を用いて計算する。 

Hb ＝ � Hbi ·········································································(4-5)
i

 

Hbi=B·K2i·10－3·�χ/Q�·QNi ·················································(4-6) 

Hb ：呼吸摂取による内部被ばくの実効線量  (mSv) 

 

・第２段階以降の廃止措置計画

の具体化に伴う変更 
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－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Hbi ：核種 i の呼吸摂取による内部被ばくの実効線

量  (mSv) 

B ：活動時の呼吸率  (m3／s) 

K2i ：核種 i の呼吸摂取による実効線量換算係数  

(μSv／Bq) 

χ /Q ：相対濃度  (s／m3) 

QNi ：建屋排気フィルタの破損による核種 i の大気

中への放出放射能量  (Bq) 

(4-4)式及び (4-6)式の計算に用いたパラメータを第 6 表に示

す。  

(4) 気象条件 

線量評価に用いる気象条件は、第１段階の 2.2(5)「気象条件」

と同じ２０１１年４月から２０１２年３月までの観測による実測

値を用いる。線量評価に用いる相対線量（D／Q）及び相対濃度（χ

／Q）は、「気象指針」に基づき、敷地境界外における毎時刻の値

を年間について小さい方から累積した場合、その累積出現頻度が

97%に当たる値を集落側の方位別に求め、最大となる方位の値を

用いる。線量評価に用いる相対線量（D／Q）及び相対濃度（χ／

Q）を第 9 表に示す。  

(5) 評価結果 

建屋排気フィルタの破損によって、大気中に放出される放出放

射能量は第 10 表のとおりである。 

敷地境界外における実効線量は、第 11 表に示すとおり、第３段

・第２段階以降の廃止措置計画

の具体化に伴う変更 
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－ 階の実効線量が最大となり約 0.24mSv である。 ・第２段階以降の廃止措置計画

の具体化に伴う変更 

 

－ 

 

5. 第２段階以降の事故時における周辺公衆の受ける線量評価結果の

まとめ  

廃止措置期間中（第２段階以降）の事故として建屋排気フィル

タの破損を想定した場合、環境へ放出される放射性物質の放出量

は少なく、周辺公衆に対して著しい放射線被ばくのリスクを与え

ることはない。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・第２段階以降の廃止措置計画

の具体化に伴う変更  
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第 1 表 線量評価に用いる相対線量（D／Q）  

 

 

第 1 表 線量評価に用いる相対線量（D／Q）（第１段階）  

 

 

・記載の適正化（第１段階の評価

であることの明記）  

・１号炉及び２号炉の号炉分割に

伴う変更  
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第 2 表 燃料集合体落下によって大気中に放出される核分裂生成物  

の量及び敷地境界外における最大の実効線量  

 

 

第 2 表 燃料集合体落下によって大気中に放出される核分裂生成物  

の量及び敷地境界外における最大の実効線量（第１段階）  

 

 

・記載の適正化（第１段階の評価

であることの明記）  

・１号炉及び２号炉の号炉分割に

伴う変更  
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第 3 表 放射性気体廃棄物処理施設の破損によって  

大気中に放出される核分裂生成物の量  

及び敷地境界外における最大の実効線量  

 

 

第 3 表 放射性気体廃棄物処理施設の破損によって  

大気中に放出される核分裂生成物の量  

及び敷地境界外における最大の実効線量（第１段階）  

 

 

 

 

・記載の適正化（第１段階の評価

であることの明記）  

・１号炉及び２号炉の号炉分割に

伴う変更  
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－ 

 

第 4 表 解体対象施設の推定放射能（1/2）（第２段階） 

 

 

・第２段階以降の廃止措置計画の

具体化に伴う変更  
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変更前  変更後  備考  

－ 

 

第 4 表 解体対象施設の推定放射能（2/2）（第３段階）  

 

 

・第２段階以降の廃止措置計画の

具体化に伴う変更  
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－ 

 

第 5 表 放射性物質の気中移行割合 

 

 

・第２段階以降の廃止措置計画の

具体化に伴う変更  
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－ 

 

第 6 表 外部被ばく及び内部被ばくの実効線量評価に 

使用するパラメータ  

 

 

・第２段階以降の廃止措置計画の

具体化に伴う変更  
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－ 

 

第 7 表 対象核種のγ線実効エネルギー 

 

 

・第２段階以降の廃止措置計画の

具体化に伴う変更 
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－ 

 

第 8 表 呼吸摂取による実効線量換算係数 

 

 

・第２段階以降の廃止措置計画の

具体化に伴う変更 
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－ 

 

第 9 表 線量評価に用いる相対線量（D／Q）及び  

相対濃度（χ／Q）  

 

 

・第２段階以降の廃止措置計画の

具体化に伴う変更 
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－ 

 

第 10 表 建屋排気フィルタの破損による核種の大気中への  

放出放射能量（第２段階以降） 

 

 

・第２段階以降の廃止措置計画の

具体化に伴う変更 
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変更前  変更後  備考  

－ 

 

第 11 表 建屋排気フィルタの破損によって大気中に放出される際の 

敷地境界外における最大の実効線量（第２段階以降）  

 

 

・第２段階以降の廃止措置計画の

具体化に伴う変更  
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変更前  変更後  備考  

 

 

 

第1図 事故時における周辺公衆の受ける線量の評価フロー  

 

 

 

 

第 1 図 事故時における周辺公衆の受ける線量の評価フロー  

 

・記載の適正化（第２段階の事故

に関する評価の反映）  
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第2図 燃料集合体の落下時の希ガスの大気放出過程  

 

 

 

第2図 燃料集合体の落下時の希ガスの大気放出過程（第１段階）  

 

・１号炉及び２号炉の号炉分割に

伴う変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載の適正化（第１段階の評価

であることの明記）  
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第 3 図 放射性気体廃棄物処理施設の破損時の希ガスの大気放出過程  

 

 

 

第 3 図 放射性気体廃棄物処理施設の破損時の希ガスの大気放出過程  

（第１段階）  

・１号炉及び２号炉の号炉分割に

伴う変更  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載の適正化（第１段階の評価

であることの明記）  

 



 

添付書類五 核燃料物質による汚染の分布とその評価方法に関する説明書  

 

記述の一部を、美浜発電所１号発電用原子炉施設廃止措置計画変更認

可申請書変更前後比較表の変更後欄のとおり変更する。  
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変更前  変更後  備考  

添付書類五 核燃料物質による汚染の分布とその評価方法に関する説

明書  

1. 汚染の分布の評価  

解体対象施設の汚染分布は、加圧水型原子炉施設のモデルプラン

トにおける評価結果を基に推定している。今後、第１段階に実施す

る残存放射能調査の結果を踏まえた評価の見直しを行い、廃止措置

計画に反映し変更認可を受ける。  

添付書類五 核燃料物質による汚染の分布とその評価方法に関する説

明書  

 

 

 

・第２段階以降の廃止措置計画

の具体化に伴う変更  

 

2. 現状の評価  

加圧水型原子炉施設のモデルプラントにおける評価結果を基に、

主要な設備の放射能レベルを推定し、解体対象施設の汚染分布及び

放射能レベル区分別の放射性廃棄物発生量を評価している。評価の

前提条件を以下に示す。  

・定格負荷相当年数 30 年（運転期間 40 年、稼働率 75％）  

・原子炉停止後の安全貯蔵期間 6 年（準備期間 1 年＋安全貯蔵期

間 5 年）  

・二次的な汚染を生じている設備の解体前除染による除染効果

（除染係数 30）  

・二次的な汚染を生じている設備の解体後除染による除染効果

（除染係数 100）  

上記の条件による汚染の推定分布図を第 1 図及び第 2 図に、廃止

措置に伴い発生する放射能レベル区分別の放射性固体廃棄物の推定

発生量を第 1 表に示す。また、美浜発電所に貯蔵・保管している運

転中に発生した放射性固体廃棄物の貯蔵・保管状況（１号炉及び２

1. 初回申請における評価  

加圧水型原子炉施設のモデルプラントにおける評価結果を基に、

主要な設備の放射能レベルを推定し、解体対象施設の汚染分布及び

放射能レベル区分別の放射性廃棄物発生量を評価している。評価の

前提条件を以下に示す。  

・定格負荷相当年数 30 年（運転期間 40 年、稼働率 75％）  

・原子炉停止後の安全貯蔵期間 6 年（準備期間 1 年＋安全貯蔵期

間 5 年）  

・二次的な汚染を生じている設備の解体前除染による除染効果

（除染係数 30）  

・二次的な汚染を生じている設備の解体後除染による除染効果

（除染係数 100）  

上記の条件による汚染の推定分布図を第 1 図に、廃止措置に伴い

発生する放射能レベル区分別の放射性固体廃棄物の推定発生量を第

1 表に示す。また、美浜発電所に貯蔵・保管している運転中に発生し

た放射性固体廃棄物の貯蔵・保管状況（１号炉及び２号炉合算）を

・記載の適正化（申請時期を明

記）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・１号炉及び２号炉の号炉分割

に伴う変更  
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変更前  変更後  備考  

号炉合算）を第 2 表に示す。  第 2 表に示す。   

3. 今後の評価  

解体対象施設に残存する放射性物質は、放射化汚染及び二次的な

汚染に区分して解体対象施設に残存する放射能の評価を行う。  

 

2. 残存放射能調査  

解体対象施設の放射能レベルを評価し、解体対象施設の放射能分

布及び放射能レベル区分別の放射性固体廃棄物の発生量を評価す

る。解体対象施設の放射能レベルは、放射化汚染と二次的な汚染と

に区分して 2022 年 4 月 1 日時点の放射能で評価する。評価対象核

種は、第 3 表に示す 55 核種とする。  

放射能レベル区分別の放射性固体廃棄物の発生量は、解体対象施

設の放射能レベル評価結果を基に、設計情報及び現地調査により設

定した各設備の物量により評価する。  

・第２段階以降の廃止措置計画

の具体化に伴う変更  

 

 

(1) 放射化汚染の評価  

 

放射化汚染は、代表試料の採取・分析及び計算によって、各部

位における構造材の放射化による放射能濃度を核種別に評価す

る。  

2.1 放射化汚染の評価  

2.1.1 放射化汚染の評価方法  

放射化汚染は、代表試料の採取・分析及び計算によって、各部位

における構造材の放射化による放射能濃度を核種別に評価する。  

放射化汚染の評価方法の手順を第 2 図に示す。  

・記載の適正化（番号の変更と項

目の追加）  

 

・第２段階以降の廃止措置計画

の具体化に伴う変更  

a. 代表試料の採取・分析  

原子炉容器、炉心支持構造物、その他の原子炉格納容器内設

備等から代表試料（金属及びコンクリート）を採取し、核種別

の放射能濃度の測定及び元素組成の分析を実施する。  

なお、原子炉容器及び炉心支持構造物からの試料の採取は、

遠隔操作により行い、作業者の被ばく低減を図る。  

(1) 代表試料の採取・分析  

原子炉容器、炉心支持構造物、その他の原子炉格納容器内設備

等から代表試料（金属及びコンクリート）を採取し、核種別の放

射能濃度の測定及び元素組成の分析を実施する。  

なお、原子炉容器及び炉心支持構造物からの試料の採取は、遠

隔操作により行い、作業者の被ばく低減を図る。  

・記載の適正化（番号の変更）  

 

b. 計算評価  

評価対象範囲の中性子束分布を評価し、この中性子束分布を

(2) 計算評価  

評価対象範囲の中性子束分布を評価し、この中性子束分布を用

・記載の適正化（番号の変更）  

 



美浜発電所１号発電用原子炉施設廃止措置計画変更認可申請書 変更前後比較表 

 

注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

 

5
-
3
 

変更前  変更後  備考  

用いて構造材の放射能濃度を核種別に評価する。  

中性子束分布は、評価対象範囲の形状、材料組成及び原子炉

の出力を用いて計算する。  

構造材の放射能濃度は、a.で採取・分析する試料の放射能濃

度及び元素組成の分析結果を踏まえ、上記の中性子束分布、材

料組成及び運転履歴を用いて放射化計算を実施し、核種別に評

価する。  

c. 放射化汚染の評価  

核種別の放射能濃度及び物量から、放射化による汚染分布及

び放射能レベル区分別の物量を評価する。  

いて構造材の放射能濃度を核種別に評価する。  

中性子束分布は、評価対象範囲の形状、材料組成及び原子炉の

出力を用いて計算する。  

構造材の放射能濃度は、(1) 「代表試料の採取・分析」で採取・

分析する試料の放射能濃度及び元素組成の分析結果を踏まえ、上

記の中性子束分布、材料組成及び運転履歴を用いて放射化計算を

実施し、核種別に評価する。  

 

構造材の放射能濃度及び物量から核種別の放射化汚染による放

射能を評価する。  

 

 

 

・記載の適正化（番号の変更）  

 

 

 

・第２段階以降の廃止措置計画

の具体化に伴う変更  

 

－  

 

2.1.2 放射化汚染の評価結果  

解体対象施設の放射化汚染による核種別の放射能を第 4 表に示

す。  

・第２段階以降の廃止措置計画

の具体化に伴う変更  

(2) 二次的な汚染の評価  

 

二次的な汚染については、系統除染を実施する主要系統を中心

に、機器・配管、壁、床等の代表箇所から採取した試料の放射能

濃度又は表面汚染密度（以下「放射能濃度等」という。）を測定す

るとともに、機器・配管等の表面から放射線量率の測定を行うこ

とにより、機器・配管等に付着した放射能濃度等を評価する。  

以上で評価する核種別の放射能濃度等及び物量から、二次的な

汚染による汚染分布及び放射能レベル区分別の物量を評価する。  

2.2 二次的な汚染の評価  

2.2.1 二次的な汚染の評価方法  

二次的な汚染については、機器・配管等の表面の放射線量率から、

内表面に付着している主要な汚染核種である Co-60 の表面汚染密度

を求め、機器・配管等の内表面積を乗じて、Co-60 の放射能を評価

する。その他の核種については、Co-60 との核種組成比法や平均放

射能度法を用いて機器・配管等に付着した放射能を評価する。  

二次的な汚染の評価方法の手順を第 3 図に示す。  

 

 

・第２段階以降の廃止措置計画

の具体化に伴う変更  
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変更前  変更後  備考  

－  

2.2.2 二次的な汚染の評価結果  

解体対象施設の二次的な汚染による核種別の放射能を第 5 表に示

す。  

・第２段階以降の廃止措置計画

の具体化に伴う変更  

－  

3. 汚染の分布  

放射化汚染及び二次的な汚染の評価結果による、解体対象施設内

の汚染の推定分布図を第 4 図に示す。  

・第２段階以降の廃止措置計画

の具体化に伴う変更  

－  

4. 放射性固体廃棄物の推定発生量の評価  

2.1.2「放射化汚染の評価結果」及び 2.2.2「二次的な汚染の評価結

果」を用いて評価した、放射能レベル区分別の放射性固体廃棄物の

発生量を第 6 表に示す。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・第２段階以降の廃止措置計画

の具体化に伴う変更  
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変更前  変更後  備考  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載の適正化（汚染分布の評価

時期の明記）  

 

 

第
1
図

 
汚

染
の
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定

分
布

図
（

初
回

申
請

時
）

 

第
1
図

 
汚

染
の
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図
（

１
号

炉
）
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変更前  変更後  備考  

 

 

 

 

削除  

 

・１号炉及び２号炉の号炉分割に

伴う変更  

 

第
2
図

 
汚

染
の

推
定

分
布

図
（

２
号

炉
）
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変更前  変更後  備考  

－  

 

 

第 2 図 放射化汚染の評価方法  

 

 

・第２段階以降の廃止措置計画の

具体化に伴う変更  
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変更前  変更後  備考  

－  

 

 

 

 

・第２段階以降の廃止措置計画の

具体化に伴う変更  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第
3
図
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変更前  変更後  備考  

－  

 

 

 

 

・第２段階以降の廃止措置計画の

具体化に伴う変更  

第
4
図

 
汚
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変更前  変更後  備考  

 

第 1 表 廃止措置期間全体にわたり発生する放射性固体廃棄物の 

推定発生量 

 

 

第 1 表 廃止措置期間全体にわたり発生する放射性固体廃棄物の 

推定発生量（初回申請時） 

 

 

 

・記載の適正化（申請時期を明記） 
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変更前  変更後  備考  

 

第 2 表 美浜発電所における放射性固体廃棄物の貯蔵・保管状況  

（１号炉及び２号炉合算）  

 

 

 

 

第 2 表 運転中に発生した放射性固体廃棄物の貯蔵・保管状況  

（１号炉及び２号炉合算）  

 

 

 

・記載の適正化（時期を明記）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載の適正化  
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変更前  変更後  備考  

－  

 

第 3 表 評価対象核種  

 

 

 

・第２段階以降の廃止措置計画の

具体化に伴う変更  
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変更前  変更後  備考  

－  

 

第 4 表 放射化汚染の推定放射能  

 

 

・第２段階以降の廃止措置計画の

具体化に伴う変更  
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変更前  変更後  備考  

－  

 

第 5 表 二次的な汚染の推定放射能  

 

 

・第２段階以降の廃止措置計画の

具体化に伴う変更  
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変更前  変更後  備考  

－  

 

第 6 表 廃止措置期間全体にわたり発生する放射性固体廃棄物の 

推定発生量 

 

 

・第２段階以降の廃止措置計画

の具体化に伴う変更  

 

 

 

 



 

添付書類六 性能維持施設及びその性能並びにその性能を維持すべき期間

に関する説明書  

 

記述の一部を、美浜発電所１号発電用原子炉施設廃止措置計画変更認

可申請書変更前後比較表の変更後欄のとおり変更する。  
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変更前  変更後  備考  

添付書類六 性能維持施設及びその性能並びにその性能を維持すべき

期間に関する説明書  

2. 性能維持施設の機能及びその性能  

(2) 核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設  

a. 核燃料物質取扱設備  

廃止措置では、新燃料及び使用済燃料の搬出などの際に取り

扱う必要があることから、「臨界防止機能」、「燃料落下防止機

能」、「除染機能」、「除熱機能」、「密封機能」及び「放射線遮蔽

機能」を有する設備を維持する。具体的性能維持施設は下表の

とおり。  

維持機能  性能維持施設  

臨界防止機能  

燃 料 落 下 防 止

機能  

使用済燃料ピットクレーン  

原子炉補助建屋クレーン  

新燃料エレベータ（１号炉のみ）  

除染機能  

除染装置  

（使用済燃料輸送容器を除染する場

所（除染場））  

臨界防止機能  

除熱機能  

密封機能  

放 射 線 遮 蔽 機

能  

使用済燃料輸送容器  

 

（中略）  

 

添付書類六 性能維持施設及びその性能並びにその性能を維持すべき

期間に関する説明書  

2. 性能維持施設の機能及びその性能  

(2) 核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設  

a. 核燃料物質取扱設備  

廃止措置では、新燃料及び使用済燃料の搬出などの際に取り

扱う必要があることから、「臨界防止機能」、「燃料落下防止機

能」、「除染機能」、「除熱機能」、「密封機能」及び「放射線遮蔽

機能」を有する設備を維持する。具体的性能維持施設は下表の

とおり。  

維持機能  性能維持施設  

臨界防止機能  

燃 料 落 下 防 止

機能  

使用済燃料ピットクレーン  

原子炉補助建屋クレーン  

新燃料エレベータ  

除染機能  

除染装置  

（使用済燃料輸送容器を除染する場

所（除染場））  

臨界防止機能  

除熱機能  

密封機能  

放 射 線 遮 蔽 機

能  

使用済燃料輸送容器  

 

（中略）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・１号炉及び２号炉の号炉分割

に伴う変更  

 

 

 

 

b. 核燃料物質貯蔵設備  

廃止措置では、新燃料及び使用済燃料を当該炉から搬出する

まで貯蔵する必要があることから、「臨界防止機能」、「水位監視

b. 核燃料物質貯蔵設備  

廃止措置では、新燃料及び使用済燃料を当該炉から搬出する

まで貯蔵する必要があることから、「臨界防止機能」、「水位監視
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変更前  変更後  備考  

機能」、「漏えい監視機能」、「冷却・浄化機能」及び「給水機能」

を有する設備を維持する。具体的性能維持施設は下表のとおり。 

維持機能  性能維持施設  

臨 界 防 止 機

能  

新燃料貯

蔵設備  
新燃料ラック  

使用済燃

料貯蔵設

備  

使用済燃料ピット、使用

済燃料ラック  

水 位 監 視 機

能  

使用済燃料ピット水位を

監視する設備  

漏 え い 監 視

機能  

使用済燃料ピット水の漏

えいを監視する設備  

冷却（※）・浄

化機能  

使用済燃料ピット冷却装

置  

給水機能  燃料取替用水タンク  

※：冷却機能は２号炉のみ  

なお、廃止措置期間中においては、燃料取替による使用済燃

料は発生せず、貯蔵されている使用済燃料は十分冷却されてお

り、設備故障時に復旧するまでの時間的余裕が十分にあること

から、必要な使用済燃料ピット冷却装置の系統数は１系統であ

る。  

また、原子炉内への注水は不要となることから、燃料取替用

水タンクのほう酸濃度の維持も不要である。  

 

「臨界防止機能」を有する性能維持施設の性能は、以下のと

おり。  

・燃料集合体の臨界防止に影響するような変形等の有意な損

傷がない状態であること。  

「水位監視機能」を有する性能維持施設の性能は、以下のと

機能」、「漏えい監視機能」、「浄化機能」及び「給水機能」を有

する設備を維持する。具体的性能維持施設は下表のとおり。  

維持機能  性能維持施設  

臨 界 防 止 機

能  

新燃料貯

蔵設備  
新燃料ラック  

使用済燃

料貯蔵設

備  

使用済燃料ピット、使用

済燃料ラック  

水 位 監 視 機

能  

使用済燃料ピット水位を

監視する設備  

漏 え い 監 視

機能  

使用済燃料ピット水の漏

えいを監視する設備  

浄化機能  
使用済燃料ピット冷却装

置  

給水機能  燃料取替用水タンク  

 

 

 

 

 

 

なお、廃止措置期間中においては、原子炉内への注水は不要

となることから、燃料取替用水タンクのほう酸濃度の維持は不

要である。  

「臨界防止機能」を有する性能維持施設の性能は、以下のと

おり。  

・燃料集合体の臨界防止に影響するような変形等の有意な損

傷がない状態であること。  

「水位監視機能」を有する性能維持施設の性能は、以下のと

・１号炉及び２号炉の号炉分割

に伴う変更  

 

 

 

 

 

 

 

・１号炉及び２号炉の号炉分割

に伴う変更  

 

 

 

 

・記載の適正化  

・記載の適正化  
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変更前  変更後  備考  

おり。  

・使用済燃料ピットの水位が計測でき、水位高及び低の警報

が発信できる状態であること。  

「漏えい監視機能」を有する性能維持施設の性能は、以下の

とおり。  

・使用済燃料ピット内張りからの漏えいを監視する装置が使

用できる状態であること。  

「冷却・浄化機能」を有する性能維持施設の性能は、以下の

とおり。  

・使用済燃料ピット水の冷却ができる状態であること。（２号

炉のみ）  

・燃料集合体の被覆が著しく腐食するおそれがある場合に使

用済燃料ピット水を脱塩塔に通水できる状態であること。  

「給水機能」を有する性能維持施設の性能は、以下のとおり。 

・内包する物質が漏えいするようなき裂、変形等の有意な欠

陥がない状態であること。  

なお、使用済燃料を使用済燃料貯蔵設備に貯蔵している間に

おいて、使用済燃料貯蔵設備から冷却水が大量に漏えいする事

象を考慮しても、燃料被覆管温度の上昇による燃料の健全性に

影響はなく、また、臨界にならないと評価できることから、周

辺公衆への影響は小さい。したがって、使用済燃料の著しい損

傷の進行を緩和し及び臨界を防止するための重大事故等対処設

備は不要である。使用済燃料貯蔵設備から冷却水が大量に漏え

おり。  

・使用済燃料ピットの水位が計測でき、水位高及び低の警報

が発信できる状態であること。  

「漏えい監視機能」を有する性能維持施設の性能は、以下の

とおり。  

・使用済燃料ピット内張りからの漏えいを監視する装置が使

用できる状態であること。  

「浄化機能」を有する性能維持施設の性能は、以下のとおり。 

 

 

 

・燃料集合体の被覆が著しく腐食するおそれがある場合に使

用済燃料ピット水を脱塩塔に通水できる状態であること。  

「給水機能」を有する性能維持施設の性能は、以下のとおり。 

・内包する物質が漏えいするようなき裂、変形等の有意な欠

陥がない状態であること。  

なお、使用済燃料を使用済燃料貯蔵設備に貯蔵している間に

おいて、使用済燃料貯蔵設備から冷却水が大量に漏えいする事

象を考慮しても、燃料被覆管温度の上昇による燃料の健全性に

影響はなく、また、臨界にならないと評価できることから、周

辺公衆への影響は小さい。したがって、使用済燃料の著しい損

傷の進行を緩和し及び臨界を防止するための重大事故等対処設

備は不要である。使用済燃料貯蔵設備から冷却水が大量に漏え

 

 

 

 

 

 

 

・１号炉及び２号炉の号炉分割

に伴う変更  

・１号炉及び２号炉の号炉分割

に伴う変更  
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変更前  変更後  備考  

いする事象における燃料の評価については「追補1 「3．性能維

持施設の機能及びその性能」の追補」にて補足する。  

いする事象における燃料の評価については「追補1 「2．性能維

持施設の機能及びその性能」の追補」にて補足する。  

・記載の適正化  

(3) 放射性廃棄物の廃棄施設  

b. 液体廃棄物の廃棄設備  

廃止措置では、発生する放射性液体廃棄物を、廃液の性状に

応じた設備で処理し、放射性物質の濃度を低減して環境へ放出

する。このため「放射性廃棄物処理機能」を有する設備を維持

する。具体的性能維持施設は下表とおり。  

維持機能  性能維持施設  

放 射 性 廃 棄 物

処理機能  

廃液蒸発装置  

イオン交換器  

洗浄排水処理装置  

冷却材ドレンタンク  

格納容器サンプ  

サンプタンク  

廃液ホールドアップタンク  

廃液蒸留水タンク  

薬品ドレンタンク  

洗浄排水タンク  

洗浄排水モニタタンク  

タービン復水器冷却水放水路  

 

（中略）  

 

(3) 放射性廃棄物の廃棄施設  

b. 液体廃棄物の廃棄設備  

廃止措置では、発生する放射性液体廃棄物を、廃液の性状に

応じた設備で処理し、放射性物質の濃度を低減して環境へ放出

する。このため「放射性廃棄物処理機能」を有する設備を維持

する。具体的性能維持施設は下表のとおり。  

維持機能  性能維持施設  

放 射 性 廃 棄 物

処理機能  

廃液蒸発装置  

イオン交換器  

洗浄排水処理装置  

冷却材ドレンタンク  

格納容器サンプ  

サンプタンク  

廃液ホールドアップタンク  

廃液蒸留水タンク  

薬品ドレンタンク  

洗浄排水タンク  

洗浄排水モニタタンク  

タービン復水器冷却水放水路  

 

（中略）  

 

 

 

 

 

・記載の適正化  

 

 

 

 

 

 

 

 

(5) 解体中に必要なその他の施設  

a. 換気設備  

廃止措置では、核燃料物質の貯蔵管理及び搬出作業、施設内

で発生する放射性廃棄物の処理、放射性粉じんの発生の可能性

がある解体作業等において、空気浄化が必要となる可能性があ

(5) 解体中に必要なその他の施設  

a. 換気設備  

廃止措置では、核燃料物質の貯蔵管理及び搬出作業、施設内

で発生する放射性廃棄物の処理、粒子状物質の発生の可能性が

ある解体作業等において、空気浄化が必要となる可能性がある。

 

 

 

・記載の適正化（表現の修正）  
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変更前  変更後  備考  

る。このため「換気機能」を有する設備を維持する。  

 

（中略）  

 

b. 非常用電源設備  

使用済燃料を使用済燃料貯蔵設備に貯蔵している間は使用済

燃料の冷却が必要であり、安全確保上商用電源が喪失した際に

おいても冷却を行う必要がある。このため、商用電源を喪失し

た際に使用済燃料貯蔵設備の冷却のために必要な「電源供給機

能」を有する設備を維持する。具体的性能維持施設は下表のと

おり。  

維持機能  性能維持施設  

電源供給機能  
ディーゼル発電機（※）  

蓄電池  

※：ディーゼル発電機は２号炉のみ  

ディーゼル発電機については、廃止措置中、商用電源喪失時

に原子炉を安全に停止するための設備へ電源供給する必要はな

く、また、ディーゼル発電機が電源供給する性能維持施設に多

重性は必要ないため、廃止措置における必要な台数は1台であ

る。また、貯蔵されている使用済燃料は十分冷却されており、

使用済燃料ピット冷却装置への電源供給についても時間的余裕

が十分にあるため、自動起動（10秒以内の電源確立機能）及び

自動給電機能の維持は不要である。  

ディーゼル発電機の性能は、以下のとおり。  

・非常用高圧母線に接続している性能維持施設へ電源を供給

このため「換気機能」を有する設備を維持する。  

 

（中略）  

 

b. 非常用電源設備  

使用済燃料を使用済燃料貯蔵設備に貯蔵している間は、使用

済燃料貯蔵設備の水位監視が必要であり、安全確保上商用電源

が喪失した際においても水位監視を行うために必要な「電源供

給機能」を有する設備を維持する。具体的性能維持施設は下表

のとおり。  

 

維持機能  性能維持施設  

電源供給機能  蓄電池  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・１号炉及び２号炉の号炉分割

に伴う変更  

 

 

 

 

・１号炉及び２号炉の号炉分割

に伴う変更  
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変更前  変更後  備考  

できる状態であること。  

蓄電池については、廃止措置中、プラントが停止しているた

め、非常用動力負荷等に電源供給する必要はなく、また、蓄電

池が電源供給する性能維持施設に多重性は必要ないため、廃止

措置における必要な組数は1組である。  

蓄電池の性能は、以下のとおり。  

・非常用直流母線に接続している性能維持施設へ電源を供給

できる状態であること。  

 

蓄電池については、廃止措置中、プラントが停止しているた

め、非常用動力負荷等に電源供給する必要はなく、また、蓄電

池が電源供給する性能維持施設に多重性は必要ないため、廃止

措置における必要な組数は1組である。  

蓄電池の性能は、以下のとおり。  

・非常用直流母線に接続している性能維持施設へ電源を供給

できる状態であること。  

・１号炉及び２号炉の号炉分割

に伴う変更  

 

c. その他の安全確保上必要な設備  

b.で記載したとおり、廃止措置の安全確保上、使用済燃料を

冷却することが必要であるため、使用済燃料貯蔵設備の冷却に

必要な「冷却機能」を有する設備を維持する。具体的性能維持

施設は下表のとおり。  

維持機能  性能維持施設  

冷却機能  

原子炉補

機冷却設

備  

放射性機器冷却水ポンプ

（※）  

放射性機器冷却水熱交換

器（※）  

放射性機器冷却水タンク

（※）  

補機冷却  

海水設備  
海水ポンプ（※）  

※：当該設備は２号炉のみ  

なお、廃止措置中においては、事故時に原子炉を安全に停止

するための機器を冷却する必要はなく、また、供給先の性能維

持施設に多重性は必要ないため、原子炉補機冷却設備及び補機

冷却海水設備の必要な系統数は各１系統である。また、貯蔵さ

c. その他の安全確保上必要な設備  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・１号炉及び２号炉の号炉分割

に伴う変更  
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変更前  変更後  備考  

れている使用済燃料は十分冷却されており、使用済燃料ピット

等の冷却についても時間的余裕が十分にあるため、放射性機器

冷却水ポンプ及び海水ポンプの自動起動機能の維持は不要であ

る。  

原子炉補機冷却設備の性能は、以下のとおり。  

・性能維持施設へ冷却水を供給できる状態であること。  

海水ポンプの性能は、以下のとおり。  

・性能維持施設へ海水を供給できる状態であること。  

また、商用電源喪失時においても作業者が廃止措置対象施設

内から安全に避難できるよう「照明機能」を有する設備を維持

する。  

（中略）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

商用電源喪失時において、作業者が廃止措置対象施設内から

安全に避難できるよう、「照明機能」を有する設備を維持する。 

 

（中略）  

・１号炉及び２号炉の号炉分割

に伴う変更  

 

 

 

 

 

 

・記載の適正化  

 

 

 

 

3. 性能維持施設の維持期間  

(2) 核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設  

b. 核燃料物質貯蔵設備  

新燃料ラックの「臨界防止機能」及びその性能は、新燃料貯

蔵設備内の新燃料の搬出が完了するまで維持する。  

使用済燃料貯蔵設備の「臨界防止機能」、「水位監視機能」、「漏

えい監視機能」及び「冷却・浄化機能」並びにその性能は、使

用済燃料貯蔵設備内の使用済燃料の搬出が完了するまで維持す

る。  

燃料取扱用水タンクの「給水機能」及びその性能は、使用済

3. 性能維持施設の維持期間  

(2) 核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設  

b. 核燃料物質貯蔵設備  

新燃料ラックの「臨界防止機能」及びその性能は、新燃料貯

蔵設備内の新燃料の搬出が完了するまで維持する。  

使用済燃料貯蔵設備の「臨界防止機能」、「水位監視機能」、「漏

えい監視機能」及び「浄化機能」並びにその性能は、使用済燃

料貯蔵設備内の使用済燃料の搬出が完了するまで維持する。  

 

燃料取扱用水タンクの「給水機能」及びその性能は、使用済

 

 

 

 

 

 

・１号炉及び２号炉の号炉分割

に伴う変更  
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注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 

 

6
-
8
 

変更前  変更後  備考  

燃料貯蔵設備内の使用済燃料の搬出が完了するまで維持する。  燃料貯蔵設備内の使用済燃料の搬出が完了するまで維持する。  

(5) 解体中に必要なその他の施設  

c. その他安全確保上必要な設備  

原子炉補機冷却設備及び補機冷却海水設備の「冷却機能」は、

使用済燃料貯蔵設備内の使用済燃料の搬出が完了するまで維持

する。  

非常用照明の「照明機能」及びその性能は、各建屋を解体す

る前まで維持する。  

(5) 解体中に必要なその他の施設  

c. その他安全確保上必要な設備  

 

 

 

非常用照明の「照明機能」及びその性能は、各建屋を解体す

る前まで維持する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・１号炉及び２号炉の号炉分割

に伴う変更  

 

 

 



 

添付書類七 廃止措置に要する費用の見積り及びその資金の調達計画に関

する説明書  

 

記述の一部を、美浜発電所１号発電用原子炉施設廃止措置計画変更認

可申請書変更前後比較表の変更後欄のとおり変更する。
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注）下線及び点線枠は、変更箇所を示すものであり変更事項に含まない。 
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変更前  変更後  備考  

添付書類七 廃止措置に要する資金の額及びその調達計画に関する説

明書  

1. 廃止措置に要する費用  

原子力発電施設解体引当金制度に基づく原子力発電施設の解体に

要する総見積額は、第 1 表に示すとおりであり、１号炉で約 323

億円、２号炉で約 357 億円である。  

添付書類七 廃止措置に要する費用の見積り及びその資金の調達計画

に関する説明書  

1. 廃止措置に要する費用  

原子力発電施設解体引当金制度に基づく原子力発電施設の解体に

要する総見積額は、第 1 表に示すとおりであり、１号炉で約 324

億円、２号炉で約 358 億円である。  

・記載の適正化（法令改正に伴う

タイトル変更）  

 

 

・記載の適正化（総見積額の変

更）  

 

第 1 表 原子力発電施設の解体に要する総見積額  

 

 

 

第 1 表 原子力発電施設の解体に要する総見積額  

 

 

 

 

 

 

・記載の適正化（総見積額の変

更）  

 

・記載の適正化（見積もり作成時

期の削除）  

 


